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消 防 本 部（署）の 沿 革 

 

昭和４５年 ４月 常備消防発足準備のため、職員７名を採用 

      ７月 救急車の寄贈を受ける（日本船舶振興会） 

４６年 ３月 消防団用短波無線を導入し、基地局および移動局を設置 

         救急情報センター端末機を設置 

     １１月 交野市市政施行、初代市長に原田誠一氏が就任同日、交野市大字私 

         部３０５５番地に交野市消防本部（署）を設置、創設消防長事務取 

扱に中田良雄氏が就任、職員２９名、タンク車、救急車、指令車で 

業務開始 

         ポンプ車（BS－Ⅰ型）を消防署に配置 

４７年１１月 初代消防長に有家昭男氏が就任 

４８年 ４月 救急車を消防署に配置（大阪府モーターボート競走会寄贈） 

１０月 消防本部に連絡車を配置 

４９年 ４月 消防本部に査察車を配置 

      ５月 府民の森に於いて大規模山林火災が発生 

      ７月 交野市消防庁舎が天野が原町４丁目８番１号に完成、庁舎屋上に望 

楼監視テレビ装置を導入し、業務開始 

５０年 １月 救急一斉指令装置を導入し、消防活動の強化を図る 

      ２月 消防庁舎敷地内に自家給油取扱所を設置、消防車両の給油を開始 

      ６月 二代目消防長に中隆氏が就任 

     １０月 スノーケル車（１６メートル級）を消防署に配置 

５１年 ５月 消防庁舎前府道交野久御山線に緊急出動予告灯を設置 

      ８月 ポンプ車（BD－Ⅰ型）を消防署に配置（日本損害保険協会寄贈）可 

搬式ポンプ（C－Ⅰ級）を消防署に配置 

５２年 ５月 救命用ゴムボートを消防署に配置 

５３年 ３月 救急車を消防署に配置（交野ライオンズクラブ寄贈） 

         山林火災対策事業として初めて消防用パイプライン及び防火水槽を設 

         置（獅子窟寺一期工事） 

      ４月 自治体消防３０周年及び長官表彰旗受賞記念式典並びに殉職者慰霊祭 

         を青年の家に於いて挙行 

８月 電波法の改正により中短波無線局は廃局 

５４年 ３月 消防用パイプライン及び山林防火水槽を設置（獅子窟寺二期工事） 

         市域境界線上に位置する消防対象物の取扱い協定を枚方・寝屋川・四 

条畷の各市と締結 

      ４月 医療情報システム CRT ディスプレイ装置端末機を導入 

      ８月 タンク車（Ⅱ型）を消防署に配置 

     １０月 消防用パイプライン設置（星田妙見宮） 

５５年 ３月 消防長事務取扱に原田誠一市長が就任 

      ４月 三代目消防長に有家昭男氏が就任 

      ８月 可搬式ポンプ（D－２級）を消防署に配置（大門至氏寄贈） 
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     １０月 府県共通波消防無線を導入 

５６年 ３月 消防用パイプライン設置（森古墳群） 

４月 救急車を消防署に配置（大阪府モーターボート競走会寄贈） 

      ８月 大阪ガス（株）と「ガス漏れ及び爆発事故等の防止対策に関する申し 

合わせ」調印 

５７年 ３月 山林火災用防火水槽設置（森古墳群） 

    消防用パイプライン設置（倉治宮山） 

傍示地区消防対策として谷川を利用した防火水槽を設置、同地区自衛 

消防用可搬式ポンプ等資機材を配置 

     １０月 交野市消防少年少女音楽隊結成 

５８年 ３月 消防用パイプライン設置（獅子窟寺三期工事） 

      ４月 連絡車を消防署に配置 

      ９月 ポンプ車（CD－Ⅰ型）を消防署に配置 

５９年 ３月 消防用パイプライン設置（寺地区住吉神社～かいがけの道） 

      ４月 軽ダンプを消防署に配置（交野市火災予防協会寄贈） 

６０年 ２月 可搬式ポンプ等資機材を星田山手地区に自衛消防用として配置 

      ３月 消防用パイプライン設置（傍示～かいがけの道） 

      ４月 消防長事務取扱に原田誠一市長が就任 

    四代目消防長に古賀三徳氏が就任 

     １０月 消防用パイプライン設置（白旗池～交野山・白旗池～源氏の滝） 

６１年１１月 消防用パイプライン設置（野外活動センター～旗振山） 

山林火災用防火水槽設置（郡南街道） 

  大正１５年に新調された磐船村に配置された腕用ポンプを復元 

６２年 ３月 救急車を消防署に配置（大阪府共済農業共同組合連合会寄贈） 

     防火水槽設置（月の輪の滝） 

      ７月 消防用パイプライン設置（倉治雪ヶ原） 

６２年 ９月 化学車（Ⅰ型）を消防署に配置（日本損害保険協会寄贈） 

     １１月 交野市他６市が「大阪府東部林野火災特別地域」に指定された 

６３年１１月 複雑多様化する災害を軽減するため、消防緊急情報システム（Ⅰ型） 

       の更新工事を行い即応性のある消防体制の確立を図った 

     １２月 消防用パイプライン設置（交野カントリー交野山ルート） 

平成 元年 ３月 消防用パイプライン設置（交野山私部口山ルート） 

    消防用パイプライン放水口増設工事（かいがけの道ルート） 

    山林火災対策用防火貯水槽補修工事（傍示） 

      ８月 消防用パイプライン設置（私市山手土生川ルート） 

     １０月 消防用パイプライン設置（倉治山手配水池ルート） 

   ２年 ３月 消防用パイプライン設置（星田妙見川・傍示関電道路・白旗池北各ル 

ート） 

１１月 消防用パイプライン設置（私部郡南街道大曲ルート） 

１２月 消防用パイプライン設置（星田新宮山ルート） 

３年 ２月 救急波を導入し、平成３年２月１日から運用を開始 
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２月 消防用パイプライン設置（獅子窟寺仁王門ルート） 

３月 獅子窟寺関連ルートに格納箱(３箇所)及び山林防火広報標識(２箇所)を 

設けた 

７月 全国消防救助技術大会近畿地区指導会へほふく救出競技に出場 

９月 消防用パイプライン設置（私部郡南街道上ルート） 

     １０月 救助工作車Ⅱ型を消防署に配置 

４年 １月 消防用パイプライン設置（私部郡南街道下ルート） 

３月 通信業務の充実を図るため、府県波無線基地局の更新改修工事を行った 

消防用パイプライン設置（森南古墳群上ルート） 

条例定数の見直しを行い職員数７３名とした 

４月 消防長事務取扱に井上信夫助役が就任 

     五代目消防長に北田樹徳氏が就任 

    消防署に救急担当を置く 

      ９月 消防用パイプライン設置（傍示・私部住吉神社地ルート） 

     １０月 消防ポンプ自動車（CD－Ⅰ型・四輪駆動）を更新し配備 

   ５年 ３月 救急隊員の行う応急処置等の基準の改正に伴い、中規格救急車を導入 

し、平成６年３月１１日より運用を開始 

    消防用パイプライン設置（私市・獅子窟寺参道ルート） 

      ４月 予防課予防査察車配備 

７年 １月 阪神・淡路大震災応援出動（指揮隊・救助隊・救急隊・消火隊等延べ 

７日間述べ２３台述べ６０名を特別派遣） 

      １月 消防用パイプライン設置（土生川・きつね山ルート） 

      ７月 枚方信用金庫より人員搬送車の寄贈を受け、配備 

      ９月 タンク車を更新し配備 

     １０月 全国波基地局増強改修工事 

８年 ３月 梯子車（４０ｍ級）を消防署に配備 

         耐震性防火水槽（２槽４０ｔ）設置工事（妙見坂１丁目ちびっこ広場 

内、倉治３丁目ちびっこ広場内） 

    消防用パイプライン設置（私市・尺治坪坂ルート） 

    分団サイレン遠隔装置（遠隔装置７ヶ所）取り替え及び収納端子盤取 

         り付け工事 

      ９月 救急車（２B 型）を消防署に配置（財団法人日本消防協会寄贈） 

    全国共通波（移動局）増波改修工事（車載用７基 携帯用４基） 

大規模災害消防応援実施計画に基づく、大阪府・大阪市合同震災総合 

訓練にブロック代表としてポンプ車分隊１隊が参加 

９年 １月 耐震性防火水槽（１槽４０ｔ）設置工事（郡津３丁目２２広場内） 

２月 消防用パイプライン設置（星の里いわふねルート） 

８月 府の事業として、天野川両岸河川敷内（松塚及び枚方市釈尊寺地区） 

   に防災用ピットが完成 

９月 消防本部、署、団合同で天野川緑地内において大中継送水訓練を実施 

     １０月 高規格救急車を消防署に配置 
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    ISDN 回線工事（自動車電話及び携帯電話から１１９番受信） 

     １１月 大規模災害消防応援実施計画に基づく、緊急消防援助隊、近畿ブロッ 

         ク合同訓練(京都府精華町)に東ブロックを代表としてポンプ車分隊１ 

         隊が参加 

     １２月 自動車電話及び携帯電話から１１９番受信運用開始 

１０年 ３月 耐震性防火水槽（１槽４０ｔ）設置工事（私市若宮神社地内） 

    消防用パイプライン設置（星田新池右岸ルート） 

     １０月 大阪府防災行政無線設備設置工事に伴い、無線基地局制御器移設工事 

         を行った 

     １１月 地域総合防災訓練が総合体育施設駐車場において実施され、消防本部、 

    消防署、消防団が参加 

    消防用パイプライン設置（星田新池左岸ルート） 

    耐震性防火水槽（１槽４０ｔ）設置工事（寺会館敷地内） 

    救急車に搭載しているアナログ方式自動車・携帯電話の電波が効率的 

         に使用できるデジタル方式に移行するため、心電図伝送システム等を 

デジタル方式に転換した 

１１年１０月 CD－Ⅰ型消防ポンプ自動車（水槽付９００ℓ）を導入し、２６日より 

       運用開始した 

     １１月 緊急消防援助隊近畿ブロック合同訓練が近畿２府７県主催により堺市 

         において実施され、これに参加した 

１２年 ７月 枚方信用金庫よりインパルス消火システム・ノートパソコン・プリン 

       ターの寄贈を受け、配備した 

１３年 ８月 市制施行３０周年に伴い、記念式典・交野まつり会場へ、救急隊等を事 

       前進駐し警戒・警備に努めた 

１４年 ４月 消防長事務取扱に阪長保助役が就任 

８月 消防長事務取扱に奥田鐵彦氏が就任 

１５年 ４月 六代目消防長に林隆氏が就任 

     １０月 平成１５年度緊急消防援助隊・近畿ブロック合同参集訓練（万博公園東 

         駐車場）及び大阪府隊合同訓練（大阪市消防学校）に参加 

     １２月 昭和６２年製消防緊急通信指令台を高機能緊急通信指令システム（指令 

台）に更新し運用を開始（リース） 

１６年 １月 火災報告オンライン処理システムを運用開始 

    高度救命用資器材を積載した本市２台目となる高規格救急車を導入し、 

         運用開始 

      ７月 交野ロータリークラブより庶務貨物車の寄贈を受け、配備 

     １２月 インターネット・プロトコルト（IP 電話）の１１９番専用回線を導入し、 

運用開始 

１７年 １月 心配蘇生統計基準（ウツタイン様式）に基づく心配機能停止傷病者記 

録票調査統計処理オンラインシステムを運用開始 

      ４月 七代目消防長に青木奈良夫氏が就任 

    枚方信用金庫より指揮車の寄贈を受け、配備 
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      ９月 消防庁舎耐震補強・改修工事を行った（平成１７年９月から平成１８ 

         年６月まで） 

     １２月 携帯電話からの１１９番通報について、総務省消防庁通達に基づき、 

地域を代表する消防本部が受信し、管轄消防本部へ転送する「分散受 

信方式」から、直接管轄消防本部で受信する「直接受信方式」へ移行 

したため、直接受信方式の整備を図り、府下消防本部一斉に運用開始 

消防用緊急通報電話に関して、災害発生場所をより迅速且つ的確化す 

る観点、から発信地を自動的に表示する「新発信地表示システム」と 

「地図検索装置」を導入し、運用開始 

１７年１２月 緊急消防援助隊に伴う消防用資機材を整備 

１８年 ２月 条例改正に伴う住宅用火災警報器設置の義務化についてのチラシを市 

内全住戸に配布した 

      ３月 救急波の老朽化に伴い、基地局を更新し、通信・救急業務等のホット 

ラインの強化を図った 

     １２月 二Ｂ型救急車の老朽化に伴い、本市３台目となる高規格救急車（高度 

救命用資器材積載）を更新配備 

１９年 ２月 市町村波無線基地局の老朽化に伴い基地局を更新 

      ４月 八代目消防長に中角弘文氏が就任 

      ７月 交野市予防協会より広報連絡車の寄贈を受け、配備 

     １０月 NOｘ・PM 法の規制により継続車検を受けることができなくなったた 

め、化学車を廃車 

     １０月 NOｘ・PM 法の期限満了による既存救助工作車の廃車に伴い、新鋭の 

救助工作車（Ⅱ型）を更新配備 

２０年 ４月 九代目消防長に池埜修氏が就任 

     １０月 NOｘ・PM 法期限満了による既存ポンプ車（４号）廃車に伴い、新鋭 

の消防ポンプ自動車（CD－Ⅰ型・CAFS 搭載車）を更新配備 

２２年 １月 第二京阪道路開通に伴う（枚方東インターチェンジ～門真ジャンクシ 

ョンまで）消防相互応援協定を締結 

      ３月 第二京阪道路開通に伴う合同訓練を、本市消防本部・枚方寝屋川消防 

組合消防本部・守口市門真市消防組合消防本部・四条畷市消防本部・ 

大阪市消防局（航空隊）・京田辺市消防本部・大阪府警察本部交通部 

高速道路交通警察隊・西日本高速道路株式会社で実施     

２２年 ４月 １０代目消防長に新庄豊氏が就任 

      ５月 統合型位置情報通知システム導入 

    （位置情報発信装置導入費、IP－VPN 回線初期構築費、IP－VPN 回 

線利用料等の費用は事証実験対象により、総務省消防庁が負担） 

７月 消防救助技術近畿地区指導会へ参加（兵庫県三木市・広域防災センター 

に於いて、はしご登はん訓練に４名出場） 

      ７月 消防職員対象の交通安全講習会実施 

      ７月 枚方信用金庫より事務用品・機材及び予防査察車の寄贈を受け、配備 

      ９月 住宅用火災警報器の全住宅への設置を目指すと共に、火災による死傷 

 



6 

者の低減を目的とし、緊急雇用対策事業を活用し臨時職員２名を採用 

して２３年２月末日までの間、市内約２３，０００世帯に設置率の把 

握及びアンケート調査を実施した 

     １０月 消防救急無線デジタル化に伴う東ブロック共同で電波伝搬調査実施 

     １１月 大阪府北河内地域７市合同訓練防災訓練（大東市深北公園）救急車 

（３名）参加した 

２３年 ３月 東北地方太平洋沖地震発生により、緊急消防援助隊大阪府隊として岩 

手県大槌町へ派遣 

（平成２３年３月１１日（金）午後８時３０分、職員５名を第１次隊 

として被災地に、第２次隊職員４名を平成２３年３月１３日（日）午 

後２時に交代要員として派遣） 

○ 平成２３年３月１５日（火）一次隊帰阪 

○ 平成２３年３月２０日（火）二次隊帰阪 

２３年 ４月～保安３法の権限委譲に伴い、大阪府が主催する法令研修、受付業務を 

主とした受け入れ研修及び検査業務を体験するための同行研修等各種 

研修に参加した 

      ６月 最新の半自動式除細動器を更新配備 

      ８月 消防救急無線デジタル化に伴う基本設計を実施 

１０月 指令台構成パーソナルコンピューターの更新を実施 

１０月 ＮＯＸ・ＰＭ法の期限満了による既存タンク車（１号）廃車に伴い新 

鋭災害対応特殊水槽・キャフス付消防ポンプ自動車（I－B 型）（タン 

ク車）を更新配備 

２４年 ２月 消防本部・署・団との合同山林中継訓練実施（大阪府民の森くろんど 

園地） 

      ３月 消防本部に消防用人員搬送車新規購入し配備。 

   ３月 東日本大震災の活動費が消防費国庫補助金として歳入。 

      ７月 消防救助技術近畿地区指導会へ参加（大阪市消防学校に於いて、はしご 

登はん訓練に４名出場） 

 ８月 １４日午前６時０４分に洪水警報が発令され、最高時間雨量８０ミリ、 

       総雨量１３７ミリの記録的豪雨を観測し各地区に甚大な被害を出した 

   ９月 ２Ｂ型救急車の老朽化に伴い、緊急消防援助隊の出動車両として本市 

４台目となる災害対応特殊高規格救急車（高度救命用資器材積載）を 

更新配備 

      ９月 職員の手作りによる、消防フェア２０１２を開催した 

     １０月 大阪府産業保安行政事務に係る事務処理の特例に関する条例により大 

阪府からの権限を受け「火薬取締法」「高圧ガス保安法」「液化石油ガ 

スの保安の確保及び取引の適正化に関する法律」に基づく事務を行う 

ことになった 

     １１月 交野市、大東市、四條畷市の３市合同による甲種防火管理新規講習会 

を大東市消防本部において実施 

２５年 １月 当市と枚方寝屋川消防組合との間で消防情報システムの共同整備に係る 
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協定書を締結した 

    ２月 消防本部・署・団との合同山林中継訓練実施（大阪府民の森くろんど 

園地） 

      ７月 交野市、大東市、四條畷市の３市合同による甲種防火管理新規講習会を 

四條畷市市民総合センターにおいて実施 

      ７月 消防救助技術近畿地区指導会へ参加（兵庫県広域防災センターに於いて、 

はしご登はん訓練に２名出場 

      ９月 １５日から１６日にかけて襲った豪雨では、雨量が２７０ミリを超え 

道路冠水と線路上が冠水し、がけ崩れの発生で交通網に甚大な被害を 

出した 

     １１月 大阪府下警防技術指導会への参加（大阪市消防局 高度専門教育訓練 

センター） 

  ２６年 ２月 消防本部・署・団との合同山林中継訓練実施（大阪府民の森 草原広場） 

      ３月 消防救急デジタル無線設備整備が完了 

      ４月 十一代目消防長に西忠男氏が就任 

      ４月 消防救急デジタル無線設備の運用を開始 

      ７月 消防救助技術近畿地区指導会への参加（大阪市消防局 高度専門教育 

訓練センターに於いて、はしご登はん訓練に４名出場） 

      ９月 交野市、大東市、四條畷市の３市合同による甲種防火管理新規講習会 

を交野市保健福祉総合センターにおいて実施 

     １１月 大阪府下警防技術指導会への参加（大阪市消防局高度専門教育訓練セ 

ンター） 

  ２７年 ２月 消防本部・署・団との合同山林中継訓練実施（大阪府民の森 草原広場） 

      ３月 一般社団法人 日本自動車工業会より災害対策特殊高規格救急車の寄贈 

を受け、高度救命用資器材を積載して更新配備 

      ５月 消防本部・署・団との合同水防訓練実施（市立第四中学校） 

      ５月 交野市消防本部、枚方寝屋川消防組合合同による甲種防火管理新規 

講習会を枚方寝屋川消防組合において実施（年度内５回） 

      ７月 枚方寝屋川消防組合と消防指令業務の共同運用開始 

      ７月 消防救助技術近畿地区指導会への参加（神戸学院大学ポートアイランド 

キャンパスに於いて、はしご登はん訓練に４名出場） 

     １１月 大阪府下警防技術指導会への参加（大阪市消防局 高度専門教育訓練セ 

ンター） 

  ２８年 ４月 十二代目消防長に平井正喜氏が就任 

４月 熊本地震発生により、平成２８年４月１６日（土）から４月２３日（土） 

までの間、緊急消防援助隊大阪府隊として救急車１台、消防職員（１次隊 

３名・２次隊３名 延べ人員６名）を熊本県へ派遣 

５月 消防本部・署・団との合同水防訓練実施（市立第四中学校） 

      ５月 交野市消防本部、枚方寝屋川消防組合合同による甲種防火管理新規講習 

会を枚方寝屋川消防組合において実施（年度内５回） 

      ７月 市内の２４時間営業のコンビニエンスストア全店及び全消防分団に 
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ＡＥＤを配備 

      ７月 消防救助技術近畿地区指導会への参加（大阪市消防局 高度専門教育 

訓練センターに於いて、はしご登はん訓練に４名出場） 

     １１月 大阪府下警防技術指導会への参加（大阪市消防局 高度専門教育訓練 

センター） 

２９年 ７月 交野市火災予防協会より庶務連絡車の寄贈を受け、配備 

    ７月 消防救助技術近畿地区指導会への参加（兵庫県広域防災センターに於い 

て、はしご登はん訓練に４名出場） 

１１月 大阪府下警防技術指導会への参加（大阪市消防局高度専門教育訓練セ 

ンター） 

３０年 ６月 大阪北部地震発生 

７月 豪雨により、平成３０年７月７日（土）から７月１３日（金）までの間、 

緊急消防援助隊大阪府隊として消防車１台、消防職員（１次隊４名・２ 

次隊４名 延べ人員８名）を広島県へ派遣 

７月 消防庁舎南側の舗装工事 

７月 消防救助技術近畿地区指導会への参加（大阪市消防局 高度専門教育 

訓練センターに於いて、はしご登はん訓練に４名出場） 

１１月 大阪府下警防技術指導会への参加（大阪市消防局高度専門教育訓練セ 

ンター） 
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非 常 備 消 防 の 沿 革 

 

昭和２２年 ４月 消防団を結成 

       ４月 初代消防団長に岡本安治郎氏が就任 

  ２７年 ４月 消防団本部に小型四輪ポンプ車を配備 

  ３０年 ４月 交野町と星田村が合併し新交野町となり、倉治、郡津、私部、森 

          寺、私市、星田の７分団からなる消防団を編成 

      ４月 二代目消防団長に大中太三郎氏が就任 

  ３３年 ４月 三代目消防団長に大門英三氏が就任 

  ３７年 ２月 日本消防協会長から竿頭綬を受章 

      ３月 消防団本部にポンプ車を配備 

      ４月 四代目消防団長に中嶋小次氏が就任 

３８年 ２月 日本消防協会長から竿頭綬を受章 

       ３月 私部、星田、私市の各分団にポンプ車を配備 

       ７月 五代目消防団長に大門至氏が就任 

  ４０年 ２月 日本消防協会長から表彰旗を受章 

       ３月 倉治分団にポンプ車を配備 

  ４３年 ２月 森、寺分団に可搬式ポンプ積載車を配備 

       ３月 大阪府知事から表彰旗を受章 

       ６月 役場職員で本部分団を編成（８分団となる） 

  ４４年 １月 本部分団にタンク車を配備し、本部分団に配備していたポンプ車 

         を郡津分団に配備替 

       ３月 消防団本部に交野町火災予防協会から指令車の寄贈を受ける 

       ９月 消防庁長官から林野火災の被害最小限の功により表彰を受章 

      １２月 消防団本部庁舎の増築及び私部分団車庫完成 

  ４５年 １月 倉治、郡津、星田、私市の各分団に可搬式ポンプ積載車を配備 

       ３月 私部及び本部分団に可搬式ポンプ積載車を配備 

      １２月 倉治分団員厚主嘉一氏が訓練中殉職（二階級特進） 

４６年 ７月 私市分団車庫完成 

  ４７年 ３月 消防庁長官から竿頭綬を受章 

４８年 ５月 倉治分団車庫完成 

 １０月 郡津分団車庫完成、可搬式ポンプ積載車配備 

  ４９年 ９月 私部分団に可搬式ポンプ積載車を配備し、旧可搬式ポンプ積載車は消 

防署に配備替 

  ５１年 ９月 寺分団員奥泰治氏が訓練中に殉職（二階級特進） 

      １０月 星田分団車庫完成、ポンプ車を更新配備 

  ５２年 ５月 森分団車庫増築、星田分団ポンプ車を森分団に配備替 

      １１月 私部分団ポンプ車を更新配備 

  ５３年 ２月 私市分団に可搬式ポンプ積載車を配備 

３月 寺分団車庫増築、私部分団ポンプ車を寺分団に配備替 

       ３月 消防庁長官から表彰旗を受章 
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  ５４年 ９月 日本消防協会から可搬式ポンプ積載車の寄贈を受け、森分団に配備し、 

旧可搬式ポンプ積載車を消防署に配備替 

  ５５年 １月 倉治分団神宮寺車庫完成 

     １０月 星田分団に可搬式ポンプ積載車を配備 

  ５６年 ４月 六代目消防団長に林清次氏が就任 

       ４月 方面隊制を施行 

      １０月 私市分団にポンプ車を配備 

  ５８年 ９月 寺分団にポンプ車を配備 

      １２月 倉治分団にポンプ車を配備 

  ６０年１０月 森分団が北河内地区支部の代表として大阪府消防大会に出場 

      １０月 倉治分団に可搬式ポンプ積載車を配備 

  ６１年 ７月 寺分団に可搬式ポンプ積載車を配備 

       ８月 北河内支部大会で第３方面隊が規律訓練を披露 

  ６２年 ３月 私部分団に可搬式ポンプ積載車を配備 

     ５月 郡津分団に可搬式ポンプ積載車を配備 

      ８月 北河内支部大会で第１方面隊が規律訓練を披露 

  ６３年 ２月 倉治分団車庫完成 

      ６月 星田分団「第３回大阪の消防大賞」を受章 

       ９月 寺分団が北河内支部の代表として大阪府消防大会に出場 

平成 元年 ２月 日本消防協会から竿頭綬を受章 

      ４月 七代目消防団長に廣隆夫氏が就任 

      ９月 北河内支部大会で第２方面隊が規律訓練を披露 

      ９月 星田分団ポンプ車更新配備 

   ２年 ３月 私市分団に可搬ポンプ積載車を配備、同ポンプ車を森分団に配備替 

      ８月 北河内支部大会で第３方面隊が規律訓練を披露 

   ３年 ９月 北河内支部大会で第１方面隊が規律訓練を披露 

   ４年 ９月 私市分団が北河内支部の代表として大阪府消防大会に出場（ポンプ車 

の部） 

     １０月 星田分団可搬ポンプ積載車を更新配備 

   ５年 ３月 大阪府消防協会長より表彰旗を受章 

   ８月 北河内支部大会で第２方面隊が規律訓練を披露 

  １０月 私部分団車庫完成（移転） 

   ６年 ２月 倉治分団に小型動力ポンプ（B３級）更新配備 

   ８月 北河内支部大会で第３方面隊が規律訓練を披露 

     １０月 私部分団にポンプ車（CD－Ⅰ型）を更新配備 

   ７年 ２月 阪神・淡路大震災に伴う応援派遣 

      ２月 郡津分団に小型動力ポンプ（B３級）更新配備 

      ７月 本部分団に可搬ポンプ積載車を配備（ポンプ車廃車） 

９月 本部分団が北河内支部の代表として大阪府消防大会に出場（小型ポン 

         プの部） 

９月 森分団にポンプ車（BD－Ⅰ型）及び可搬ポンプ積載車更新配備 
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   ８年 ２月 私市分団に小型動力ポンプ（B３級）更新配備 

      ３月 寺分団車庫完成 

      ７月 郡津分団ホース干し場改修 

      ８月 北河内支部大会で第１方面隊が規律訓練を披露 

   ９年 ４月 八代目消防団長に北村三郎氏が就任 

      ８月 北河内支部大会で第２方面隊が規律訓練を披露 

      ９月 私市分団にポンプ車（CD－Ⅰ型）更新配備 

１０年 ５月 本部分団を廃団し７分団となる 

８月 北河内支部大会で第３方面隊が規律訓練を披露 

１１年 ４月 九代目消防団長に堀江成幸氏が就任 

      ９月 私部分団が北河内支部の代表として大阪府消防大会に出場（ポンプ車 

の部） 

      ９月 寺分団にポンプ車（CD－Ⅰ型）更新配備 

  １２年 ８月 北河内支部大会で第１方面隊及び私部分団が規律訓練を披露 

  １３年 ８月 北河内支部大会で第３方面隊及び森・寺分団が規律訓練を披露 

  １４年 ３月 日本消防協会長より竿頭綬を受章 

      ９月 倉治分団が北河内支部の代表として大阪府消防大会に出場 

（小型ポンプの部） 

      ９月 郡津分団にポンプ車（CD－Ⅰ型）更新配備 

  １５年 ４月 十代目消防団長に橘内誠治氏が就任 

      ８月 北河内支部大会で第１方面隊及び私部分団が規律訓練を披露 

  １６年 ８月 北河内支部大会で第３方面隊及び森・寺分団が規律訓練を披露 

  １７年 ８月 北河内支部大会で第１方面隊及び私部分団が規律訓練を披露 

  １０月 倉治分団に可搬式ポンプ積載車を更新配備 

  １８年 ３月 大阪府知事より表彰旗を授章 

   ３月 私市分団に私市区より可搬式ポンプ積載車の寄贈を受ける 

     ９月 星田分団が北河内支部の代表として大阪府消防大会に出場（ポンプ車 

の部） 

   ９月 星田分団に可搬式ポンプ積載車を更新配備 

  １９年 ４月 十一代目消防団長に辻一氏が就任 

      ８月 北河内支部大会で第３方面隊及び森・寺分団が規律訓練を披露 

  ２０年 ３月 日本消防協会長より表彰旗を受章 

   ８月 北河内支部大会で第１方面隊及び私部分団が規律訓練を披露 

２１年 ９月 星田分団が北河内支部の代表として大阪府消防大会に出場 

（小型ポンプの部）し、第３位入賞 

２２年 ８月 北河内支部大会で第１方面隊及び私部分団が規律訓練を披露 

     ９月 私部分団にポンプ車（CD－Ⅰ型）を更新配備 

２３年 ８月 北河内支部大会で森・寺分団及び第３方面隊が規律訓練を披露 

      ８月 森分団移転に伴い分団車庫新規設置 

      ８月 森分団小型動力ポンプ付積載車（軽自動車・四輪駆動車）を更新配備 

      ９月 森分団消防ポンプ自動車（CD－Ⅰ型）を更新配備（自動車ＮＯｘ・Ｐ 

Ｍ法） 
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     １１月 全国女性消防団活性化大会（香川県）に女性消防団員２名が参加 

  ２４年 ２月 私部分団小型動力ポンプ付積載車を更新配備 

      ８月 郡津分団に小型動力ポンプ付積載車(軽自動車・四輪駆動車)を更新配備 

      ８月 寺分団に小型動力ポンプ付積載車(軽自動車・四輪駆動車)を更新配備 

      ８月 北河内地区支部大会で第１方面隊及び私部分団が規律訓練を披露 

     １１月 全国女性消防団活性化大会（秋田県）に女性消防団員１名が参加 

  ２５年 ４月 十二代目消防団長に小川嘉治氏が就任 

      ８月 私市分団消防ポンプ自動車（ＣＤ－Ⅰ型）を更新配備 

      ９月 私部分団員がポンプ操法選手として大阪府消防操法大会に出場した 

     １０月 全国女性消防団員活性化大会（岐阜県）に団幹部及び女性団員が参加 

     １１月 消防団１２０周年・自治体消防６５周年記念大会に団幹部が参加 

  ２６年 ８月 北河内地区支部大会で第３方面隊及び森・寺分団が規律訓練を披露 

     １１月 全国女性消防団活性化（千葉県）に女性団員４名が参加 

  ２７年 ８月 北河内地区支部大会で郡津・倉治・私部分団が規律訓練を披露 

     １０月 全国女性消防団活性化（佐賀県）に女性団員２名が参加 

  ２８年 ６月 全国女性消防団活性化（北海道）に女性団員１名が参加 

      ９月 郡津分団員が小型ポンプ操法選手として大阪府消防操法大会に出場した 

     １１月 山林に囲まれた建物火災で団本部５名及び第３方面隊６２名が消火活動 

  ２９年 ８月 北河内地区支部大会で第３方面隊及び森・寺分団が規律訓練を披露 

全国女性消防団活性化大会（広島県）に女性団員２名が参加 

  ３０年 ８月 北河内地区支部大会で第１方面隊及び私部分団が規律訓練を披露 

１１月 全国女性消防団活性化大会（滋賀県）に女性団員８名が参加 

１２月 消防団１２５周年・自治体消防７０周年記念大会に団幹部が参加 
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交野市消防本部（署）組織図 
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年齢別 ・ 階級別 職員構成表 

平成３１年３月３１日現在 

※実員数に再任用は含まない

年 齢 実員数 消防士 副士長 士 長 司令補 司 令 司令長 

総 数 77 21 0 25 23 7 1 

18歳 

 

 

 

 

 

 

 

      

19歳        

20歳        

21歳 

7 

1 1      

22歳        

23歳 2 2      

24歳 2 2      

25歳 4 4      

26歳 4 3  1    

27歳 3 3      

28歳        

29歳 2 1  1    

30歳 3 1  2    

31歳 3 3      

32歳 1 1      

33歳 10   10    

34歳 2   2    

35歳 4   4    

36歳 4   4    

37歳 1    1   

38歳        

39歳 2   1 1   

40歳 5    5   

41歳 4    4   

42歳        

43歳 2    2   

44歳 1    1   

45歳 5    5   

46歳 1    1   

47歳 4    3 1  

48歳        

49歳 1     1  

50歳 1     1  

51歳 2     2  

52歳        

53歳 3     2 1 

54歳        

55歳        

56歳        

57歳        

58歳        

59歳        

60歳        

再任用    3 1   



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総 務 課 
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総 務 課 

 

庶務・管理係 

 消防庁舎南側の駐車、訓練スペースが砂地であり、排水機能が不十分なため雨天時や放水訓練時に支

障をきたすことから、庁舎への浸水対策及び来庁者へのサービス向上のためアスファルト舗装を施工し

た。 

職員については、消防吏員を２名採用し、市民の生命・身体・財産を守るため、大阪府立消防学校に６

ヶ月間、専門知識や技術の修得並びに資質の向上を図るため、初任教育生として派遣しました。 

また、消防の各種専門知識及び技能を的確に遂行するため、大阪府立消防学校及び大阪市消防局高度専

門教育訓練センターに職員を教育派遣しました。 

救急需要については、年々増加傾向であり、また、複雑多様化及び高度化する救命処置の修得のため、

大阪市消防局高度専門教育訓練センターへ７ヶ月間、救急救命士養成課程に派遣し、また、関西医科大

学附属病院及び関西医科大学総合医療センターに於いては、救命士処置拡大に係る追加講習、気管挿管

病院実習並びに就業中再教育実習を行うため職員を派遣し、高度な救命処置と応急処置の習熟に努めた。 

 また、市内の児童や園児が社会学習の一環として、年間１５回延べ８５１人が来署し、市民の安全を

守るため、日夜職務に励んでいる消防署の業務について学習指導を実施した。 

 

 

１．一般会計に占める消防予算（当初予算）               （単位：千円） 

        年度 

予算 
平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 

一般会計 23,968,363 23,352,353 23,487,025 

消防予算 704,975 754,547 827,870 

比率（%） 2.9 3.2 3.5 

※ 消防予算のうち災害対策費を除く 

２．３年間の消防予算の推移（当初予算）                （単位：千円） 

年度 

科目 
平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 

消   防   費 704,975 754,547 827,870 

内 

 

訳 

常備消防費 659,990 712,620 743,203 

非常備消防費 36,501 33,499 34,417 

消防施設費 8,080 8,080 49,841 

水防費 404 348 409 

※ 消防予算のうち災害対策費を除く 

３．支出命令書（予算）執行件数 

常備消防費 非常備消防費 消防施設費 水防費 計 

５３８件 ５７２件 １８件 １１件 １１３９件 

４．消防本部（署）階級別職員数                  （条例定数７８人） 

階 級 司令長 司令 司令補 士長 副士長 士 計 

 １ ８ ２３ ２５ ０ ２１ ７８ 
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５．現有職員配置状況（条例定数７８人）          平成３１年３月３１日現在 

年度 

所属 
平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 

消  防  長 １ １ １ 

消 防 次 長 １ １ １ 

参     事    

署     長 （１） （１） （１） 

次     長 ３ ２ ２ 

総  務  課 ５ ５ ６ 

予  防  課 ５ ３（１） ３（１） 

警  防  課 （１） （１） ２ 

通 信 指 令 室    

消  防  署 

警  備  課 

１ 課 
５９（１） 

１ 課 
６４（１） 

１ 課 

２ 課 
６３（１） 

２ 課 ２ 課 

計 ７４ ７６ ７８ 

※（ ）は兼務 

６．庁舎等維持管理関係委託状況 

業 務 内 容 委 託 期 間 委 託 金 額 委 託 業 者 

庁舎清掃委託 
平成 30 年 4 月  1 日から 

令和 3 年 3 月 31 日まで 

1,425,600 円 /

年 
鳳産業株式会社 

電気管理委託 
平成 30 年 4 月  1 日から 

平成 31 年 3 月 31 日まで 
168,480 円 

川口電気設備管理 

事務所 

自家発電設備保守点検

業務委託 

平成 30 年 4 月  1 日から 

平成 31 年 3 月 31 日まで 
237,600 円   司電機産業株式会社 

構内立木剪定委託 
平成 30 年 7 月 24 日から 

平成 30 年 7 月 25 日まで 
216,000 円 株式会社山満造園 

トイレ排水管洗浄作業

委託 
平成 30 年 7 月 26 日 97,200 円 株式会社西工務店 

消 防 用 設 備 点 検 平成 31 年 2 月 12 日  32,400 円 有限会社ダイトー 

７．消防署見学状況 

見学月日 名 称 人 員 見学月日 名 称 人 員 

5 月 17 日 交野市子育てｻｰｸﾙ 40 名 10 月  5日 交野小学校 95 名 

5 月 24 日 私市小学校 62 名 10 月 22 日 星田小学校 72 名 

5 月 25 日 郡津小学校 105 名 10 月 29 日 藤が尾小学校 57 名 

6 月 1 日 長宝寺小学校 24 名 11 月 16 日 私市保育園 29 名 

6 月 7 日 倉治小学校 107 名 12 月 7日 第２認定こども園 49 名 

6 月  8 日 旭小学校 51 名 12 月 25 日 デイサービス 

おれんじはうす 

15 名 

6 月 29 日 岩船小学校 69 名 12 月 26 日 15 名 

9 月 12 日 妙見坂小学校 61 名    

計                   851 名 
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８．職員教養派遣状況 

派 遣 期 間 教 育 内 容 場      所 人員 

5 月 16 日 ～ 5 月 18 日 救急救命士処置拡大追加講習 大阪市消防局高度専門教育訓練センター １名 

5 月 21 日 ～ 5 月  31 日 第 265 回専科教育火災調査科 大阪府立消防学校 2 名 

6 月 18 日 ～ 6 月 28 日 第 118 回幹部教育初級幹部科 大阪府立消防学校 1 名 

5 月 21 日 ～ 7 月 28 日 大型自動車教習 阪奈自動車教習所 2 名 

5 月 2 0 日～ 6 月 2 0 日 中型自動車教習 阪奈自動車教習所 1 名 

5 月 2 2 日～ 6 月 2 0 日 準中型自動車教習 阪奈自動車教習所 1 名 

5月 31日 安全運転管理者法定講習 枚方市立メセナ枚方会館 2 名 

7 月 4 日～ 7 月 1 1 日 第 275 回専科教育予防科危険物課程 大阪府立消防学校 1 名 

7 月 2 9 日～ 8 月 1 日 受託研修水難救助基本技術研修 大阪市消防局高度専門教育訓練センター 2 名 

6 月  6 日 ～ 6 月  8 日 ロープレスキュー講習 （株）レスキュージャパン 2 名 

6 月 25 日 ～ 6 月 26 日 受託研修（指揮研修） 大阪市消防局高度専門教育訓練センター 1 名 

6 月 2 8 日～ 6 月 2 9 日 受託研修（指揮研修） 大阪市消防局高度専門教育訓練センター 1 名 

7 月 23 日 ～  7 月 27 日 平成 30 年度高圧ガス保安法研修 経済産業研修所 1 名 

9 月 3 日 ～ 3 月 8 日 平成 30 年度救急救命士養成課程 大阪市消防局高度専門教育訓練センター 1 名 

9 月  6 日 ～ 9 月 7 日 東ブロック合同第二級陸上特殊無線技士養成課程 東大阪市消防局 2 名 

10 月  5 日 ～ 10 月 18 日 第 267 回専科教育警防科 大阪府立消防学校 2 名 

10 月 30 日～11 月 22 日 第 269 回専科教育救助科 大阪府立消防学校 2 名 

1 1 月 5 日～ 1 1 月 8 日 受託研修（G20 サミット特殊災害対応研修） 大阪市消防局高度専門教育訓練センター 1 名 

11 月 12 日～11 月 16 日 液化石油ガス保安法研修 経済産業研修所 1 名 

11 月 20 日 ～ 11 月 29 日 第 119 回幹部教育中級幹部科 大阪府立消防学校 2 名 

12 月 20 日～12 月 21 日 消防職員安全衛生管理研修会 新梅田研修センター 1 名 

1月 17日 第 118 回特別教育ﾎｯﾄﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ指導者研修 大阪府立消防学校 1 名 

1月 18日 第 119 回特別教育ﾎｯﾄﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ指導者研修 大阪府立消防学校 1 名 

1 月 18 日 ～ 1 月 29 日 受託研修（上級救助研修） 大阪市消防局高度専門教育訓練センター １名 

1月 25日 第 120 回幹部教育上級幹部科 大阪府立消防学校 1 名 

1 月  23 日 ～ 1 月 24 日 第 121 回特別教育採用後 3 年目研修 大阪府立消防学校 1 名 

1 月  28 日 ～ 1 月 29 日 第 122 回特別教育採用後 3 年目研修 大阪府立消防学校 1 名 

1 月  30 日 ～ 1 月 31 日 第 123 回特別教育採用後 3 年目研修 大阪府立消防学校 1 名 

1 月 16 日 ～ 1 月 17 日 専門研修「消防職員惨事ストレスの理解と予防」 兵庫県こころのケアセンター 1 名 

1月  11日 受託研修（救助隊電気災害研修Ⅱ） 関西電力株式会社 1 名 

2 月 6 日 ～ 2 月 8 日 受託研修（消火技術指導者研修） 大阪市消防局高度専門教育訓練センター 1 名 

2 月 2 8 日～ 3 月 1 日 
専門研修「消防職員惨事ストレスの理解と予防」（ス

テップアップ） 
兵庫県こころのケアセンター 1 名 

合    計 40 名 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

消 防 団 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

18 

 

消防団係 

 

  消防団は、常備消防との円滑な連携のもと、消防の崇高な奉仕の精神に立脚し、市民の生命、身体、

財産等を火災等のあらゆる災害から守り「安全・安心」を主題とした緑豊かで暮らしやすいまちをめざ

し、日夜災害防止に全力を傾注した。  

 

 

（１）大阪府北部地震の発生に伴い、車両９台、団員４３名を動員して管内パトロールを実施した。 

（２）団員の消防技術の向上を図るため各種大会や教育課程に参加した。 

（３）全国一斉の春秋火災予防運動期間中、駅頭、店頭、夜間巡行広報等を実施し、 

市民に対し火災予防の普及啓発に努めた。 

（４）台風などによる豪雨災害に警戒対応するため、延べ２回、団員４９名を動員した。 

（５）滋賀県に於いて開催された第２４回全国女性団員活性化大会に女性団員が参加した。 

（６）春秋行楽シーズン中、延べ１３日、車両１３台、団員７１名を動員して火災発生危険行為等の 

監視活動及びハイカー等に対し、山火事予防を強力に訴え山林火災の防止に努めた。 

（７）市立認定こども園３園の職員及び園児に対し、消防職員と協力し「おりひめ安全教室」を開催。

防火紙芝居や避難訓練、初期消火訓練を実施し、防火啓発活動を行った。 

（８）歳末特別警戒に延べ４日間、２６６名の団員が夜警及び巡回活動を実施した。 

（９）火災出動のため、延べ３回、２分団、３６名が出動した。 

（10）その他、放水訓練、地域防災訓練等に延べ６２回、８５６名の団員が参加した。 

 

 

 

 

 

１．消防団の組織  

  平成３１年３月３１日現在  

        
郡津分団 ２０名 

     
第１方面隊 

    

        
倉治分団 ３０名 

        

         
私部分団 ４０名 

         

消防団本部 

（５名） 

     
第２方面隊 

    
森 分団 ２０名 

       

         
寺 分団 ２０名 

        

         
私市分団 ２４名 

     
第３方面隊 

    

       
星田分団 ３７名 

       

       
女性分団 １５名 

       

       合 計 ２１１名 
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２．主要事業一覧表 

実施月 事業内容 場  所 参加人員 

４月 交野マラソン給水所設営・コース監視 寺会館前・付近沿道 1回 54名 

４月～５月 春の山火事予防運動 市内山林全域 6回 41名 

５月～６月 基礎教育課程 消防学校 2回 23名 

６月 水防訓練 第２京阪道路高架下 1回 52名 

８月 規律訓練 市立第4中学校 4回 239名 

８月 北河内地区支部総合訓練大会 寝屋川公園 1回 59名 

９月 大阪府消防大会 消防学校 1回 19名 

９月・３月 防火診断 市内全域 2回 62名 

１０月 初級指導課程 消防学校 1回 3名 

１０月 幹部科現場指揮課程 消防学校 1回 5名 

１０月 おりひめ安全教室 市内認定こども園 3回 25名 

１１月 全国女性消防団員活性化大会 滋賀県 1回 8名 

１１月 秋の山火事予防運動 市内山林全域 7回 30名 

１１月 駅頭広報 市内各駅 1回 12名 

１１月 秋の火災予防運動夜間広報 管内全域 2回 71名 

１２月 歳末特別警戒 管内全域 4回 266名 

１月 消防出初式 市立第4中学校 1回 154名 

３月 店頭広報 じゃんぼスクエア交野 1回 13名 

３月 春の火災予防運動夜間広報 管内全域 2回 67名 

年 間 機関員養成及び放水訓練 管内全域 43回 625名 

年 間 女性分団による救命講習 管内全域 5回 9名 

年 間 地域防災訓練 管内全域 14回 222名 

備 考 

 

３．火災等出動状況 

月 

区分 
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 

出動回数   1 3  1      1 6 

分 団 数   7 7        1 15 

出動車両   9 12         21 

出動人員   43 79  5      1 128 

 

 

 



 

20 

 

４．階級別団員数                     平成３１年３月３１日  

     階 級 

 

分 団 

団 長    副団長    分団長    副分団長 部 長    班 長    団 員    計 

 団 本 部     １ ４ ０ ０ ０ ０ ０ ５ 

女性分団 ０ ０ １ １ １ ２ １０ １５ 

郡津分団 ０ ０ １ ９ ２ ２ ６ ２０ 

倉治分団 ０ ０ １ ３ ２ ３ ２１ ３０ 

私部分団 ０ ０ １ ５ ２ ４ ２８ ４０ 

森 分 団     ０ ０ １ ６ ２ ２ ９ ２０ 

寺 分 団     ０ ０ １ ４ ２ ２ １１ ２０ 

私市分団 ０ ０ １ ６ ２ ３ １２ ２４ 

星田分団 ０ ０ １ ７ ２ ４ ２３ ３７ 

計 １ ４ ８ ４１ １５ ２２ １２０ ２１１ 

 

５．年齢別団員数                             平成３１年３月３１日  

   年 齢  

 

 

分   団  

18歳  25歳  30歳  35歳  40歳  45歳  50歳  55歳   

計 
以上  以上  以上  以上  以上  以上  以上  以上  60歳  

25歳  30歳  35歳  40歳  45歳  50歳  55歳  60歳  以上  

未満  未満  未満  未満  未満  未満  未満  未満   

団 本 部      ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ２ ３ ５ 

女 性 分 団 ０ ０ １ ０ ３ ４ ３ ３ １ １５ 

郡 津 分 団      ０ ０ １ ０ ６ ３ ５ ３ ２ ２０ 

倉 治 分 団      ０ ０ ５ ４ ４ ７ ５ ４ １ ３０ 

私 部 分 団      ０ ２ ３ ６ １３ ６ ９ １ ０ ４０ 

森 分 団      ０ ０ １ １ ３ ４ ３ ８ ０ ２０ 

寺 分 団      ０ ０ ３ ２ ５ ６ ４ ０ ０ ２０ 

私 市 分 団      ０ ２ １ ６ ３ ３ ４ ５ ０ ２４ 

星 田 分 団      ０ ２ ２ ３ ７ ６ ６ ６ ５ ３７ 

計  ０ ６ １７ ２２ ４４ ３９ ３９ ３２ １２ ２１１ 
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６．勤続年数別団員数                          平成３１年３月３１日 

 

年数 

 

 

分団 

  ５ 年 １０年 １５年 ２０年 ２５年  

計 

５ 年  以 上 以 上 以 上 以 上 以 上 ３０年 

        

未 満  １０年 １５年 ２０年 ２５年 ３０年 以 上 

  未 満 未 満 未 満 未 満 未 満  

団 本 部     ０ ０ ０ ０ ０ ０ ５ ５ ６ 

女性分団 ７ ６ ２ ０ ０ ０ ０ １５ １５ 

郡津分団 ３ ３ ４ ４ ３ ３ ０ ２０ ２０ 

倉治分団 ９ ５ ４ ７ ３ １ １ ３０ ３０ 

私部分団 ９ ８ ５ ８ ５ ５ ０ ４０ ４０ 

森分団 ３ ４ ３ ５ ２ ２ １ ２０ ２０ 

寺分団 ５ ８ ３ ２ ２ ０ ０ ２０ ２０ 

私市分団 ４ ４ ３ ４ ３ ３ ３ ２４ ２３ 

星田分団 ５ ４ ６ ６ ９ １ ６ ３７ ３６ 

計 ４５ ４２ ３０ ３６ ２７ １５ １６ ２１１ ２１０ 

 

７．団員職域状況                       平成３１年３月３１日 

計 市 内（自営業） 市 内（会社員等） 市 外 

２１１ ３７ ６４ １１０ 

 

８．退職報償金支給状況 

退 職 消 防 団 員 数 支 給 金 額 

６名 ２，２９２，０００円 

 

９．消防団補助金交付状況 

補 助 事 業 名 補 助 金 額 

消 防 団 事 業 補 助 金 年額  ４５５，０００ 円 

消防団員福祉共済補助金 年額  ３１５，０００ 円 
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１０．消防団車両等保有状況 

消 防 ポ ン プ 自 動 車                     

分団名 年 式 車 両 番 号      乗車定員 ポンプ性能 型  式 使用燃料 

郡 津 Ｈ１４ 
大阪８３０  

ふ ・１１９ 
１０人 Ａ－２ ＣＤ－Ⅰ 軽 油 

倉 治 Ｈ１１ 
大阪８３０  

な ・１１９ 
６人 Ａ－２ ＣＤ－Ⅰ 軽 油 

私 部 Ｈ２２ 
大阪８３２  

せ ・１１９ 
６人 Ａ－２ ＣＤ－Ⅰ 軽 油 

森 Ｈ２３ 
大阪８３２  

そ ・１１９ 
６人 Ａ－２ ＣＤ－Ⅰ 軽 油 

寺 Ｈ１１ 
大阪８３０  

す１９－１９ 
１０人 Ａ－２ ＣＤ－Ⅰ 軽 油 

私 市 Ｈ２５ 
大阪８３０  

せ２０－１３  
６人 Ａ－２ ＣＤ－Ⅰ 軽 油 

星 田 Ｈ１７ 
大阪８３１  

た ・１１９ 
６人 Ａ－２ ＣＤ－Ⅰ 軽  油 

 

 

小 型 動 力 ポ ン プ 付 積 載 車                      

分団名 年 式 車 両 番 号       乗車定員 
積載小型動力ポンプ            

使 用 燃 料      

機 種     ポンプ性能 

郡 津 Ｈ２４ 
大阪８８３  

く ・１１９ 
４人 トーハツ Ｂ－３ ガソリン 

倉 治 Ｈ１７ 
大阪８８３  

あ ・１１９ 
４人 トーハツ Ｂ－２ ガソリン 

私 部 Ｈ２４ 
大阪８３２  

と ・１１９ 
６人 

トーハツ 

トーハツ 

Ｂ－２ 

Ｂ－３ 
軽 油 

森 Ｈ２３ 
大阪８８０  

あ１７－８４  
４人 トーハツ Ｂ－３ ガソリン 

寺 Ｈ２４ 
大阪８８３  

い１９－１９  
４人 トーハツ Ｂ－２ ガソリン 

私 市 Ｈ１８ 
大阪８３０  

さ３０－１８  
６人 

シバウラ 

トーハツ 

Ｂ－３ 

Ｃ－１ 
軽 油 

星 田 Ｈ１８ 
大阪８３１  

と ・１１９ 
６人 

トーハツ 

トーハツ 

Ｂ－２ 

Ｃ－１ 
軽 油 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

予 防 課 
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予 防 係 

 

１． 新築の防火対象物には、法令で設置義務のある消防用設備等について指導を行い、 

設置時には技術上の基準に適合しているか完成検査を実施し、不備欠陥があれば直ち 

に改修させた。 

 

 

２． 秋（１１月９日～１１月１５日）、春（３月１日～３月７日）の全国火災予防運動の 

一環として、駅・店頭及び昼夜間巡回広報を実施するとともに、特定用途を含む複合 

用途防火対象物へ立入検査を実施し、市民並びに各事業場への警火心の高揚を図った。 

 

 

３． 春（４月１５日～５月６日）、秋（１０月７日～１１月４日）の交野市山火事予防 

運動を実施し、森林の保全と山麓住宅の安全を推進するため、山地内のパトロール及 

び広報活動並びに横断幕の設置をすることにより、入山者等に対して、山火事予防の 

普及・啓発を図る事に努めた。 

 

 

４． 保育園、老人福祉施設、事業所等に対して避難・通報・初期消火の訓練を通じ、火 

災予防を呼びかけ、防火安全対策の啓発に努めた。 

 

 

５． 枚方寝屋川消防組合消防本部と合同で年５回（第１回５月１７日、１８日）（第２回 

６月２１日、２２日）（第３回９月８日、９日）（第４回１１月１５日、１６日）（第５ 

回平成３１年２月１４日、１５日）甲種防火管理新規講習会を枚方寝屋川消防組合消 

防本部５階研修室にて実施した。 

 

 

６． 市内防火対象物の内、不特定多数の方が出入りする特定用途防火対象物に対して重 

点的に立入検査を実施し、防火管理体制等の指導及び改善を図った。 

 

 

７． 大阪府北部地震発生に伴い、管内の主なスプリンクラー設備設置施設に対して漏水等の 

被害の確認を行い、防火管理の徹底を図るとともに、大規模店舗に対しては、消防用設備 

等に異常がないか確認後、営業するように指導を行った。 
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１．防火対象物 

区 分 対  象  物 対象物数 

1 
イ 劇場、映画館、演芸場又は観覧場 3 

ロ 公会堂又は集会場 31 

2 

イ キャバレー、カフェー、ナイトクラブその他これらに類するもの 0 

ロ 遊技場又はダンスホール 1 

ハ 性風俗関連特殊営業を営む店舗 0 

ニ 
カラオケボックスその他遊興のための設備または物品を個室において

客に利用させる役務を提供する業務を営む店舗 
1 

3 
イ 待合、料理店その他これらに類するもの 1 

ロ 飲食店 14 

4 百貨店、マーケットその他物品販売業を営む店舗又は展示場 59 

5 
イ 旅館、ホテル、宿泊所その他これらに類するもの 2 

ロ 寄宿舎、下宿又は共同住宅 434 

6 

イ 

(1) 
病院（火災発生時の延焼を抑制するための消火活動を適切に実施す

る体制ではない。） 
0 

(2) 
診療所（特定診療科目を有すること。４人以上の患者を入院させる

施設を有すること。） 
1 

(3) 
病院（（１）に掲げるものを除く。）、診療所（（２）に掲げるも

のを除く。）、入所施設を有する助産所 
4 

(4) 
患者を入院させるための施設を有しない診療所又は入所施設を有

しない助産所 
21 

ロ 

(1) 
老人短期入所施設、養護老人ホーム、特別養護老人ホーム等 

（非難が困難な要介助者を主として入居させるものに限る。） 
30 

(2) 救護施設 0 

(3) 乳児院 0 

(4) 障害児入所施設 0 

(5) 
障碍者支援施設、共同生活援助施設等 

（非難が困難な要介助者を主として入所させるものに限る。） 
4 

ハ 

(1) 
老人デイサービスセンター、軽費老人ホーム、老人福祉センター等 

（ロ（１）に掲げるものを除く。） 
8 

(2) 更生施設 0 

(3) 助産施設、保育所、幼保連携型認定こども園等 13 

(4) 児童発達支援センター等 0 

(5) 
障碍者支援施設、共同生活援助施設等 

（ロ（５）に掲げるものを除く。） 
4 

ニ 幼稚園又は特別支援学校 7 

7 小、中、高等学校、大学各種学校その他これらに類するもの 40 

8 図書館、博物館、美術館その他これらに類するもの 3 
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9 
イ 公衆浴場のうち、蒸気浴場、熱気浴場その他これらに類するもの 0 

ロ イに掲げる公衆浴場以外の公衆浴場 0 

10 車両の停車場又は船舶若しくは航空機の発着場 6 

11 神社、寺院、教会その他これらに類するもの 16 

12 
イ 工場又は作業場 152 

ロ 映画スタジオ又はテレビスタジオ 0 

13 
イ 自動車車庫又は駐車場 12 

ロ 飛行機又は回転翼航空機の格納庫 0 

14 倉庫 63 

15 前各号に該当しない事業場 117 

16 
イ 特定防火対象物を含む複合用途防火対象物 85 

ロ イ以外の複合用途防火対象物 35 

16の2 地下街 0 

16の3 準地下街 0 

17 重要文化財等 2 

18 延長５０メートル以上のアーケード 0 

19 市町村長の指定する山林 0 

20 総務省令で定める舟車 0 

計 1,169  

※１５０㎡未満の対象物は除く 
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２．建築同意事務処理状況 

申請要旨 
同      意 

計 
指導あり 指導なし 

新  築 27 23 50 

増  築 4 1 5 

改  築 0 0 0 

その他 0 0 0 

計 31 24 55 

 

３．用途別建築同意状況 

区 分 対  象  物 件 数 

1 
イ 劇場、映画館、演芸場又は観覧場 0 

ロ 公会堂又は集会場 0 

2 

イ キャバレー、カフェー、ナイトクラブその他これらに類するもの 0 

ロ 遊技場又はダンスホール 0 

ハ 性風俗関連特殊営業を営む店舗 0 

ニ 
カラオケボックスその他遊興のための設備または物品を個室において

客に利用させる役務を提供する業務を営む店舗 
0 

3 
イ 待合、料理店その他これらに類するもの 0 

ロ 飲食店 1 

4 百貨店、マーケットその他物品販売業を営む店舗又は展示場 6 

5 
イ 旅館、ホテル、宿泊所その他これらに類するもの 0 

ロ 寄宿舎、下宿又は共同住宅 10 

6 

イ 

(1) 
病院（火災発生時の延焼を抑制するための消火活動を適切に実施す

る体制ではない。） 
0 

(2) 
診療所（特定診療科目を有すること。４人以上の患者を入院させる

施設を有すること。） 
0 

(3) 
病院（（１）に掲げるものを除く。）、診療所（（２）に掲げるも

のを除く。）、入所施設を有する助産所 
0 

(4) 
患者を入院させるための施設を有しない診療所又は入所施設を有

しない助産所 
1 

ロ 

(1) 
老人短期入所施設、養護老人ホーム、特別養護老人ホーム等 

（非難が困難な要介助者を主として入居させるものに限る。） 
1 

(2) 救護施設 0 

(3) 乳児院 0 

(4) 障害児入所施設 0 

(5) 
障碍者支援施設、共同生活援助施設等 

（非難が困難な要介助者を主として入所させるものに限る。） 
0 
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6 
ハ 

(1) 
老人デイサービスセンター、軽費老人ホーム、老人福祉センター等 

（ロ（１）に掲げるものを除く。） 
0 

(2) 更生施設 0 

(3) 助産施設、保育所、幼保連携型認定こども園等 0 

(4) 児童発達支援センター等 0 

(5) 
障碍者支援施設、共同生活援助施設等 

（ロ（５）に掲げるものを除く。） 
0 

ニ 幼稚園又は特別支援学校 0 

7 小、中、高等学校、大学各種学校その他これらに類するもの 1 

8 図書館、博物館、美術館その他これらに類するもの 0 

 
イ 公衆浴場のうち、蒸気浴場、熱気浴場その他これらに類するもの 0 

ロ イに掲げる公衆浴場以外の公衆浴場 0 

10 車両の停車場又は船舶若しくは航空機の発着場 0 

11 神社、寺院、教会その他これらに類するもの 0 

12 
イ 工場又は作業場 6 

ロ 映画スタジオ又はテレビスタジオ 0 

13 
イ 自動車車庫又は駐車場 0 

ロ 飛行機又は回転翼航空機の格納庫 0 

14 倉庫 3 

15 前各号に該当しない事業場 2 

16 
イ 特定防火対象物を含む複合用途防火対象物 4 

ロ イ以外の複合用途防火対象物 0 

16の2 地下街 0 

16の3 準地下街 0 

17 重要文化財等 0 

18 延長５０メートル以上のアーケード 0 

19 市町村長の指定する山林 0 

20 総務省令で定める舟車 0 

その他 専用住宅 20 

計 55 
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４．消防用設備等の設置届出状況 

     用 途 別 

 

 

 

 

設 備 別 

集
会
場
等 

遊
技
場
等 

飲
食
店 

百
貨
店
等 

寄
宿
舎
・
共
同
住
宅
等 

病
院
・
診
療
所
等 

老
人
福
祉
施
設
等 

学
校
等 

車
両
の
停
車
場
等 

神
社
・
寺
院
等 

工
場
・
作
業
場 

自
動
車
車
庫
等 

倉
庫 

事
務
所
等 

特
防
を
含
む 

複
合
用
途
防
火
対
象
物 

特
防
を
含
ま
な
い 

複
合
用
途
防
火
対
象
物 

計 

消  火  器    5 7 5  1  1 4  1 5 2  31 

屋内消火栓設備          1 1   2   4 

屋外消火栓設備                 0 

パッケージ型消火栓設備                 0 

スプリンクラー設備    2   4        4  10 

水噴霧等消火設備                 0 

自動火災報知設備 1   2 7 4 5 6  1 10 1  7 6  50 

ガス漏れ火災警報設備                 0 

共同住宅用 

自動火災報知設備 
                0 

消防機関へ通報する 

火災報知設備 
   1  1 3          5 

非常警報設備    5 2   1   1   1 2  12 

避難器具     3 1    1    1   6 

誘導灯    4 5 6 7 3  1 4   6 9  45 

誘導標識    1 2      2  1 1   7 

連結送水管           1      1 

連結散水設備                 0 

粉末消火設備・移動式    1             1 

動力ポンプ                 0 

自動消火                 0 

排煙設備                 0 

漏電火災警報器                 0 

合         計 1 0 0 21 26 17 19 11 0 5 23 1 2 23 23 0 172 
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５．消防用設備等の設置状況 
防火対象物の区 

 

 

 

 

 

 

 

 

消防用設備等 

の種類 

計 

1  2    3  4 5  6 

イ ロ イ ロ ハ ニ イ ロ  イ ロ イ ロ ハ 
ニ 

劇
場
・
観
覧
場 

公
会
堂
・
集
会
場 

キ
ャ
バ
レ
ー
等 

遊
技
場
等 

営
業
を
営
む
店
舗 

性
風
俗
関
連
特
殊 

カ
ラ
オ
ケ
ボ
ッ
ク
ス
等 

待
合
・
料
理
店
等 

飲
食
店 

百
貨
店
等 

旅
館
・
ホ
テ
ル
等 

寄
宿
舎
・
共
同
住
宅
等 

(1) (2) (3) (4) (1) (2) (3) (4) (5) (1) (2) (3) (4) (5) 

病
院
（
火
災
発
生
時
の

延
焼
を
抑
制
す
る
た
め
の
消

火
活
動
を
適
切
に
実
施
す
る

体
制

で
は
な
い
。
） 

診
療
所
（
特
定
診
療
科
目
を

有
す
る
こ
と
。
４
人
以
上
の

患
者
を
入
院
さ
せ
る
施
設
を

有
す
る
こ
と
。
） 

病
院
（
（
１
）
に
掲
げ
る
も

の
を
除
く
。
）
、
診
療
所
（
（
２
）

に
掲
げ
る
も
の
を
除
く
。
）
、

入
所
施
設
を
有
す
る
助
産
所 

患
者
を
入
院
さ
せ
る
た
め
の

施
設
を
有
し
な
い
診
療
所
又

は
入
所
施
設
を
有
し
な
い
助

産
所 

老
人
短
期
入
所
施
設
、
養
護

老
人
ホ
ー
ム
、
特
別
養
護
老

人
ホ
ー
ム
等
（
非
難
が
困
難

な
要
介
助
者
を
主
と
し
て
入

居
さ
せ
る
も
の
に
限
る
。
） 

救
護
施
設 

乳
児
院 

障
害
児
入
所
施
設 

障
碍
者
支
援
施
設
、
共
同
生

活
援
助
施
設
等
（
非
難
が
困

難
な
要
介
助
者
を
主
と
し
て

入
所
さ
せ
る
も
の
に
限
る
。
） 

老
人
デ
イ
サ
ー
ビ
ス
セ
ン
タ

ー
、
軽
費
老
人
ホ
ー
ム
、
老

人
福
祉
セ
ン
タ
ー
等
（
ロ

（
１
）
に
掲
げ
る
も
の
を
除

く
。
） 

更
生
施
設 

助
産
施
設
、
保
育
所
、
幼
保

連
携
型
認
定
こ
ど
も
園
等 

児
童
発
達
支
援
セ
ン

タ
ー
等 

障
碍
者
支
援
施
設
、
共
同
生

活
援
助
施
設
等
（
ロ
（
５
）

に
掲
げ
る
も
の
を
除
く
。
） 

幼
稚
園
又
は
特
別
支

援
学
校 

防火対象物（数） 1,169 3 31 0 1 0 1 1 14 59 2 434 0 1 4 21 30 0 0 0 4 8 0 13 0 4 7 

屋内消火栓設備 113 2 2 0 1 0 0 0 0 5 0 15 0 0 1 1 1 0 0 0 1 0 0 1 0 0 2 

スプリンクラー設備 40 1 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 27 0 0 0 5 1 0 0 0 0 1 

水噴霧等消火設備 72 0 0 0 0 0 0 0 0 5 0 29 0 0 0 1 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

消防動力ポンプ設備 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

屋外消火栓設備 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

自動火災報知設備 469 2 12 0 2 0 1 0 0 32 6 104 0 0 1 9 28 0 0 0 5 5 0 10 0 3 7 

住戸用自動火災報知設備 26 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 26 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

共同住宅用自動火災 

報知設備 
5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

ガス漏れ火災警報設備 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

漏電火災警報器 9 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 8 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 

消防機関へ通報する火災報

知設備 
34 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 2 22 0 0 0 4 1 0 3 0 0 0 

非常警報設備 266 3 27 0 2 0 0 1 16 12 1 99 0 0 0 8 6 0 0 0 1 1 0 2 0 0 4 

避難器具 191 0 4 0 0 0 0 0 1 1 0 116 0 0 0 3 13 0 0 0 0 1 0 2 0 0 5 

誘導灯 477 3 44 0 2 0 1 1 26 64 1 29 0 0 1 30 29 0 0 0 5 15 0 14 0 9 9 

排煙設備 2 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

連結散水設備 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

連結送水管 23 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 19 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

※１５０㎡未満の対象物を
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５．消防用設備等の設置状況 
防火対象物の区 

 

 

 

 

 

 

 

 

消防用設備等 

の種類 

計 

7 8 
9 

10 11 
12 13 

14 15 
16 16 

の 

ニ 

16 

の 

三 

17 18 19 20 
イ ロ イ ロ イ ロ イ ロ 

小
・
中
・
高
・
大
学
等 

図
書
館
・
博
物
館
等 

蒸
気
浴
場
熱
気
浴
場 

イ
以
外
の
公
衆
浴
場 

車
両
の
停
車
場
等 

神
社
・
寺
院
の
類 

工
場
・
作
業
場 

映
画
ス
タ
ジ
オ
等 

自
動
車
車
庫
等 

飛
行
機
格
納
庫
等 

倉
庫 

し
な
い
事
業
所 

前
各
号
に
該
当 

用
途
防
火
対
象
物 

特
防
を
含
む
複
合 

用
途
防
火
対
象
物 

イ
以
外
の
複
合 

地
下
街 

準
地
下
街 

重
要
文
化
財
等 

の
ア
ー
ケ
ー
ド 

５
０
メ
ー
ト
ル
以
上 

指
定
す
る
山
林 

市
町
村
長
の 

定
め
る
舟
車 

総
務
省
令
で 

防火対象物（数） 1,169 40 3 0 0 6 16 152 0 12 0 63 117 85 35 0 0 2 0 0 0 

屋内消火栓設備 102 23 0 0 0 1 0 38 0 0 0 2 11 6 0 0 0 0 0 0 0 

スプリンクラー設備 36 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 0 0 0 0 0 0 0 

水噴霧等消火設備 81 0 0 0 0 0 2 6 0 10 0 0 9 7 0 0 0 0 0 0 0 

消防動力ポンプ設備 4 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 

屋外消火栓設備  0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 

自動火災報知設備 564 26 2 0 0 4 2 90 0 7 0 21 40 43 5 0 0 2 0 0 0 

住戸用自動火災報知設備 116 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

共同住宅用自動火災 

報知設備 
5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 0 0 0 0 0 0 0 

ガス漏れ火災警報設備 5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 

漏電火災警報器 19 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

消防機関へ通報する火災報

知設備 
50 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 

非常警報設備 353 16 1 0 0 0 7 5 0 0 0 0 28 22 4 0 0 0 0 0 0 

避難器具 317 7 2 0 0 0 1 1 0 0 0 1 8 21 4 0 0 0 0 0 0 

誘導灯 669 2 3 0 0 2 6 18 0 4 0 24 57 66 12 0 0 0 0 0 0 

排煙設備 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 

連結散水設備 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 

連結送水管 60 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 2 1 0 0 0 0 0 0 

※１５０㎡未満の対象物を除く
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６．中高層防火対象物状況 

階数 

 

地区別 
3 4 5 6 7 8 9 10 計 

倉  治 17 3 1      21 

東倉治 8 5  1     14 

神宮寺 1        1 

郡  津 14 7 1  1  1  24 

松  塚  1 6 1 1    9 

幾  野 24 13 2  1    40 

私  部 23 22 3  1    49 

私部南 4 1 1  1    7 

私部西 20 9 7 4 4   3 47 

梅が枝 2  25 1 2    30 

青  山 3        3 

向井田 1 1 1      3 

天野が原町 14 3  1     18 

森  北 7 5 3 2 1 1   19 

森  南 6 3       9 

傍  示         0 

寺 8 4 1 1     14 

寺南野 1 2       3 

私  市 18 5   1    24 

私市山手 3        3 

星  田 36 13 9 5 1 2   66 

星田北 18 5 2    1  26 

星田西 4 3 11  1    19 

星田山手         0 

藤が尾 6 1 25 1     33 

妙見坂 4 13       17 

妙見東         0 

南星台   1      1 

計 242 119 99 17 15 3 2 3 500 

  ※一般住宅を除く 
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７．防火管理者選解任届出状況 

     月別 

区分 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 計 

選  任 13 8 9 10 10 5 2 2 8 4 5 4 80 

解  任 10 5 6 8 8 3 2 1 4 4 3 3 57 

 

 

８．消防検査・立入査察実施回数 

月別 

区分 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 計 

立 入 検 査 等 5 7 13 18 17 25 8 18 21 8 22 20 182 

 

 

９．山林パトロール実施状況 

職団員 

 

 

月別 

パ ト ロ ー ル 人 員 

計 
消防職員 

消防団員 

団本部 第1方面隊 第2方面隊 第3方面隊 

4月29日 2 1  5  8 

4月30日 2 1 5   8 

5月3日 2 1  5  8 

5月4日 2 1   5 8 

5月5日 2 1   5 8 

5月6日 2 1 5   8 

10月7日 2 1   5 8 

10月8日 2 1  5  8 

10月14日 2 1  4  7 

10月21日 2 1 5   8 

10月28日 2 1 5   8 

11月3日 2 1 5   8 

11月4日 2 1   10 13 

計 26 13 25 19 25 108 

 

 

１０．訓練指導 

指導内容 指導回数 参加人員 

通報・避難・初期消火・防火映画会 78 5,470 
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危険物・保安係 
 

 

１． 危険物許可施設及び保安３法関係許可施設に対して、法令等の技術基準に適合した 

規制指導及び保安検査等を実施した。 

 

 

２． 全国危険物安全週間（６月３日～６月９日）中は、危険物取扱事業所に対し立入 

検査を実施して、危険物の保安に関する確保について、指導、育成を図った。 

 

 

３． 危険物許可施設の保安監督者に対して、安全推進講演会や研修会への参加要請を行 

い、保安監督者としての責務を再認識することによって、事故の発生防止に努めた。 

 

 

４． 危険物許可施設の取扱者に対して、法令で規制している保安講習への受講指導を行 

い安全管理の徹底を図った。 

 

 

５． 保安３法関係施設に対して、立入検査を実施し、自主保安の重要性等の啓発及び指導 

を行った。 

 

 

６． 大阪府北部地震発生に伴い、管内の主な危険物許可施設及び保安３法関係事業所に 

対し、危険物の漏えいの有無等施設の再点検を実施し、設備を稼働させるよう指導し、 

「危険物施設の震災等対策ガイドライン」を署員により直接事業所へ配布し、安全確保 

の徹底を図った。 

   また、台風や豪雨等による風水害発生時には、様々な被害が生じている中、風水害時 

における危険物保安上の留意事項を各事業所（許可施設等）へ配布及び注意喚起を行った。 

 

 
 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

34 

 

１．危険物施設数                        （単位：件） 

区 分 

 

 

 

 

年度別 

製
造
所 

貯   蔵   所 取 扱 所 

計 
屋
内
貯
蔵
所 

屋
外
タ
ン
ク 

屋
内
タ
ン
ク 

地
下
タ
ン
ク 

移
動
タ
ン
ク 

屋
外
貯
蔵
所 

給
油
取
扱
所 

販
売
取
扱
所 

一
般
取
扱
所 

平成３０年度 ４ ２５ １ ２ １２ １ ３ １５ ２ １１ ７６ 

平成２９年度 ４ ２４ １ ２ １２ １ ３ １６ ２ １２ ７７ 

増減  ＋１      －１  －１ －１ 

 

 

 

２．危険物施設類別状況                     （単位：件） 

区 分 

 

 

 

 

類 別 

製
造
所 

貯   蔵   所 取 扱 所 

計 
屋
内
貯
蔵
所 

屋
外
タ
ン
ク 

屋
内
タ
ン
ク 

地
下
タ
ン
ク 

移
動
タ
ン
ク 

屋
外
貯
蔵
所 

給
油
取
扱
所 

販
売
取
扱
所 

一
般
取
扱
所 

第１類           ０ 

第２類           ０ 

第３類           ０ 

第４類 ４ ２３ １ ２ １２ １ ３ １５ ２ １１ ７４ 

第５類           ０ 

第６類           ０ 

混在  ２         ２ 

計 ４ ２５ １ ２ １２ １ ３ １５ ２ １１ ７６ 

 

 

 

３．消防検査・立入検査実施件数                 （単位：件） 
 

月別 

区分 
４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２ １ ２ ３ 計 

立入検査等 ２ ０ ８ ３ ２ ０ ０ ６ １ ３ １ １ ２７ 
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４．危険物関係事務処理件数                     （単位：件） 

 

 

製造所等の別 

 

 

 

区 分 

 

製
造
所 

貯  蔵  所 取  扱  所 

計 

屋
内
貯
蔵
所 

屋
外
タ
ン
ク 

屋
内
タ
ン
ク 

地
下
タ
ン
ク 

移
動
タ
ン
ク 

屋
外
貯
蔵
所 

給
油
取
扱
所 

販
売
取
扱
所 

一
般
取
扱
所 

設置許可  ３        １ ４ 

設置完成検査  ２        １ ３ 

変更許可 ４      １ １  ３ ９ 

変更完成検査 ４      １ １  ２ ８ 

仮使用承認 ４      １ １  ３ ９ 

予防規程認可        １   １ 

廃止届        １ ２   ３ 

保安監督者選解任届  ４   ２  １ １１  ３ ２１ 

譲渡・氏名・名称・変更届  ３   ２   ４   ９ 

軽微な変更届        ７  １ ８ 

改修計画届         １   １ 

計 １２ １２   ４  ４ ２８  ２ １４ ７６ 
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５．地区別危険物施設状況                    （単位：件） 

 

区分 

 

 

 

 

地区別 

製
造
所 

貯   蔵   所 取  扱  所 

計 
屋
内
貯
蔵
所 

屋
外
タ
ン
ク 

屋
内
タ
ン
ク 

地
下
タ
ン
ク 

移
動
タ
ン
ク 

屋
外
貯
蔵
所 

給
油
取
扱
所 

販
売
取
扱
所 

一
般
取
扱
所 

倉   治     １   １   ２ 

東 倉 治  １     １    ２ 

神 宮 寺           ０ 

郡   津  １   １   １   ３ 

松   塚     １    １ １ ３ 

幾   野 ４ １４   ４  １ ３  ５ ３１ 

私   部  １    １     ２ 

私 部 南  １        １ ２ 

私 部 西  １   １   １  １ ４ 

梅 が 枝           ０ 

青   山           ０ 

向 井 田     １      １ 

天野が原町           ０ 

森   北        １   １ 

森   南           ０ 

傍   示           ０ 

寺           ０ 

寺 南 野        １   １ 

私 市    １ １   ３  １ ６ 

私 市 山 手           ０ 

星   田     １    １  ２ 

星 田 北  ６ １  １  １ 4  １ １４ 

星 田 西           ０ 

星 田 山 手           ０ 

藤 が 尾   １        １ 

妙 見 坂          １ １ 

妙 見 東           ０ 

南 星 台           ０ 

計 ４ ２５ ２ １ １２ １ ３ １５ ２ １１ ７６ 
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６．火薬類取締法関係                     （単位：件） 

区   分 件数 

火薬類関係施設数 ２ 

消防検査・立入検査実施件数（火薬類） １ 

火薬類関係事務処理件数 ９ 

 

 

 

７．高圧ガス保安法関係事業所数                  （単位：件） 

区分 

 

 

 

 

 

 

年度別 

製  造 貯 蔵 

容
器
検
査
所 

販 
 

売 

特
定
消
費 

計 

第
一
種
製
造 

第
二
種
製
造 

第
一
種
製
造 

（
冷
凍
） 

第
二
種
製
造 

(

冷
凍) 

第
一
種
貯
蔵 

第
二
種
貯
蔵 

平成３０年度 ２ ７ １ ９ １ １ １ ２１ ２ ４５ 

平成２９年度 ３ ６ １ １３ １ １ １ ２１ ２ ４９ 

増 減 －１ ＋１ ０ －４ ０ ０ ０ ０ ０ －４ 
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８．地区別高圧ガス事業所件数                    （単位：件） 

区分 

 

 

 

 

 

 

地区別 

製  造 貯 蔵 

容
器
検
査
所 

販 
 

売 

特
定
消
費 

計 

第
一
種
製
造 

第
二
種
製
造 

第
一
種
製
造 

（
冷
凍
） 

第
二
種
製
造 

(

冷
凍) 

第
一
種
貯
蔵 

第
二
種
貯
蔵 

倉     治  １      ２  ３ 

東  倉  治      １    １ 

神 宮 寺        １  １ 

郡 津        １  １ 

松 塚    １      １ 

幾 野 １ ２   １   １ １ ６ 

私 部    １    １  ２ 

私 部 南 

 

  ４    １  ５ 

私 部 西 １      １ ２  ４ 

梅 が 枝        １  １ 

青 山          ０ 

向 井 田   １ １      ２ 

天 野 が 原 町  １  ２      ３ 

森 北          ０ 

森 南          ０ 

傍 示          ０ 

寺          ０ 

寺 南 野          ０ 

私 市        ２  ２ 

私 市 山 手        １  １ 

星 田  ２      ５  ７ 

星 田 北  １      １ １ ３ 

星 田 西          ０ 

星 田 山 手          ０ 

藤 が 尾        ２  ２ 

妙 見 坂          ０ 

妙 見 東          ０ 

南 星 台          ０ 

計 ２ ７ １ ９ １ １ １ ２１ ２ ４５ 
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９．高圧ガス保安法関係事務処理件数 

一般高圧ガス保安規則                         （単位：件） 

申請内容 件数 

高圧ガス製造廃止届 １ 

特定高圧ガス消費施設等変更届 １ 

高圧ガス製造事業届 １ 

第二種貯蔵所設置届 １ 

保安検査事前届出書 １ 

高圧ガス保安統括者届 ２ 

高圧ガス保安統括者代理者届 １ 

高圧ガス保安協会保安検査受検届 １ 

指定保安検査機関保安検査受検届 ２ 

保安検査結果報告書 ３ 

高圧ガス保安技術管理者等届 １ 

危害予防規程届 １ 

高圧ガス製造施設軽微変更届 １ 

高圧ガス製造届 １ 

消防検査・立入検査実施件数（高圧ガス） ５ 

計 ２３ 

 

 

１０．液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律関係事業所数 

      区分 

 

 

 

 

 

 

 

 

年度別 

液
化
石
油
ガ
ス
販
売
事
業
所 

液
化
石
油
ガ
ス
保
安
機
関 

液
化
石
油
ガ
ス
設
備
工
事 

液
化
石
油
ガ
ス
特
定
供
給 

計 

平成３０年度 ６ ６ ６ １ １９ 

平成２９年度 ６ ６ ６ １ １９ 

増  減 ０ ０ ０ ０ ０ 
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１１．地区別液化石油ガス事業所件数              （単位：件） 

      区分 

 

 

 

 

 

 

 

 

地区別 

液
化
石
油
ガ
ス
販
売
事
業
所 

液
化
石
油
ガ
ス
保
安
機
関 

液
化
石
油
ガ
ス
設
備
工
事 

液
化
石
油
ガ
ス
特
定
供
給 

計 

倉     治     ０ 

東  倉  治     ０ 

神 宮 寺     ０ 

郡 津     ０ 

松 塚     ０ 

幾 野   １  １ 

私 部 １ １ １ １ ４ 

私 部 南     ０ 

私 部 西     ０ 

梅 が 枝 １ １ １  ３ 

青 山     ０ 

向 井 田     ０ 

天 野 が 原 町     ０ 

森 北     ０ 

森 南     ０ 

傍 示     ０ 

寺     ０ 

寺 南 野     ０ 

私 市 １ １ １  ３ 

私 市 山 手     ０ 

星 田 ３ ３ ２  ８ 

星 田 北     ０ 

星 田 西     ０ 

星 田 山 手     ０ 

藤 が 尾     ０ 

妙 見 坂     ０ 

妙 見 東     ０ 

南 星 台     ０ 

計 ６ ６ ６ １ １９ 
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１２．液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律関係事務処理件数 

                  （単位：件） 

内   容 件 数 

保安機関認定更新申請  ３ 

液化石油ガス販売事業報告 ７ 

保安業務実施状況報告 ７ 

業務主任者等選任（解任）届 ２ 

液化石油ガス販売事業者認定申請 １ 

消防検査・立入検査実施件数（液化石油ガス） １５ 

計 ３５ 
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１３．交野市消防関係手数料納付状況 

 

 （１）消防法関係手数料 

区   分 金          額 

設置許可手数料 

屋内貯蔵所（１０倍以下） ２０，０００円×２件 ４０，０００円 

屋内貯蔵所 

（１０を超え５０以下） 
２６，０００円×１件 ２６，０００円 

一般取扱所 

（１０を超え５０以下） 
５２，０００円×１件 ５２，０００円 

完成検査手数料 

屋内貯蔵所（１０倍以下） １０，０００円×２件 ２０，０００円 

一般取扱所（１０倍以下） 

（１０を超え５０以下） 
２６，０００円×１件 ２６，０００円 

変更許可手数料 

給油取扱所（屋外） ２６，０００円×１件 ２６，０００円 

製造所（１０倍以下） １９，５００円×４件 ７８，０００円 

一般取扱所（１０倍以下） １９，５００円×３件 ５８，５００円 

屋外貯蔵所  ６，５００円×１件 ６，５００円 

変更完成検査手数料 

給油取扱所（屋外） １３，０００円×１件 １３，０００円 

製造所（１０倍以下） ９，７５０円×４件 ３９，０００円 

一 般 取 扱 所        

（１０倍以下） 
９，７５０円×２件 １９，５００円 

屋外貯蔵所  ３，２５０円×１件 ３，２５０円 

仮使用承認手数料 

給油取扱所（屋外）             ５，４００円×１件 ５，４００円 

製造所（１０倍以下）  ５，４００円×４件 ２１，６００円 

一般取扱所（１０倍以下）          ５，４００円×３件 １６，２００円 

屋外貯蔵所  ５，４００円×１件 ５，４００円 

仮貯蔵承認手数料  ５，４００円×１件 ５，４００円 

少量危険物手数料 水張検査 ６，０００円×１件 ６，０００円 

計 ４６７，７５０円 

 

 

（２）保安３法関係手数料 

区   分 件  数 合計金額 

液化石油ガス 

保安機関認定更新申請 手数料 
４８，５００円×３ １４５，５００円 

液化石油ガス 

販売事業者認定申請 手数料 
８０，０００円×１ ８０，０００円 

計  ２２５，５００円 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

警 備 １ 課 
 

警 備 ２ 課 
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警備課 

 

１．火災統計編 

   平成３０年度中に発生した火災は１８件で、前年度より８件の減少であり、２０日 

に１件の割合で発生したことになる。火災種別では、建物火災１３件、車両火災２件、 

その他火災３件となっている。 

   出火原因では、電気関係４件、燃焼機器２件、放火（疑い含む）２件、煙草２件、その 

他の原因にあっては８件となった。火災による損害額は７，５９３（千円）で、前年度 

と比較して、６４８（千円）の増額となった。 

  また、負傷者は２名で前年度より３名減少しており、死者については１名で前年度と 

比べて１名減少となった。 

 

２．救急統計編 

   救急の出動件数は３，６７９件出動し、３，３５３名を医療機関へ搬送したが、前 

年度と比較して出動件数で１６１件の増加、搬送人員で１５０名の増加となった。 

   これは、救急車が１日あたり１０件出動して、市民２３人（平成３０年度末人口７７， 

８３４人を基準）に１人が医療機関に運ばれた割合となった。 

   救急搬送途上に救急隊員が行った心肺停止後救命処置は５６件、生存退院は２名であった。 

   三次救急出動件数は２３０件発生し、出動件数のうち約６％を占めている。 

    また、ドクターカーの出動件数は２５件、枚方寝屋川救急隊による出動件数は３７件 

であった。 

   ６月１８日に発生した、大阪府北部地震に関する救急出動件数は５件発生し、うち、 

２名を医療機関へ搬送した。 

   ９月４日の台風２１号による救急出動件数は 1件で 1名を医療機関へ搬送した。 

   

３．救助統計編 

   救助出動件数は３６件で、前年度より３件の減少となり、交通事故４件、水難事故２件、 

建物等による事故１７件、ガス及び酸欠事故１件、その他の事故１２件に出動した。 

   自然災害関連の出動件数としては、大阪府北部地震で 7件、台風２１号で２０件出動 

した。 

 

４．通信統計編 

 指令センターで受信した交野市への１１９番（一般加入通報を含む）受信状況は、火 災 

・救急・救助・その他を合わせて５，２０６回受信した。これは１日平均１４．２回の受信 

となり携帯電話からの火災・救急・救助・その他の１１９番受信（転送含む）回数は２，２ 

９９回であった。 

 また、気象情報の受信は、警報１７件、注意報１５３件、情報等６４９件であった。 
 

５．主要行事・訓練編 

    （１）春・秋の山火事予防運動及び火災予防運動、消防出初式、年末年始特別警戒等主要行事。 

  （２）３署（交野市・四條畷市・生駒市）合同林野火災防ぎょ訓練を実施した。 

  （３）実火災体験型による訓練を大阪府立消防学校にて延べ２回実施した。 

（４）第５回大阪府下警防技術指導会が１１月に開催され、警防技術の向上を図るため４名の職員が 

出場した。 

  （５）初期消火訓練・避難訓練・救急法・普通救命講習等で７２団体、延べ１，２９６名に訓練指導 

     を実施した。 

  （６）小学５・６年生を対象とした救命入門コースを生徒６５１名に実施した。 

  （７）中学生を対象とした職場体験を通じて、普通救命講習を行い生徒３６人に普通救命講習受講 

     修了証を発給した。 
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  （８）救助隊員の知識及び技術向上のため、市内各施設等を利用して、救助訓練を実施した。 

 

（９）消防職員の知識、能力等の向上のため、署内研修を延べ６回実施した。 

 

６．消防施設等状況編 

   市街地の消防水利状況は、平成３１年３月３１日現在、消火栓１，４７４基、防火水槽４０ｔ 

以上７４基となった。  

 

７．各種事業実績 

  （１）山林防火施設の枯木伐採、高圧ガス製造施設定期検査及び感染性医療廃棄物処理業務を 

委託事業として実施した。 

    （２）消火栓設置等負担事業として、移設１基と１３基の修理を実施した。 

  （３）警防査察、市内５０件実施（６月４日～３月２０日） 

  （４）高齢者住宅防火診断、市内２２４件実施（９月１７日、３月３日） 

 

８．各種届出等状況編 

  各種届出受理状況の総数は２１７件で、火煙上昇届１２３件、道路工事届４０件、露店・催物開催 

届５４件を受理した。 

  一方、各種証明書事務処理状況は、り災証明書３０通を発給した。 
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１． 火災統計編 

 （１）過去３年間の火災概況                        （単位：件） 

年度別 

 

 

区分 

平成３０年度 平成２９年度 平成２８年度 

総 出 火 件 数 18 26 21 

内 訳 

建物火災 13 12 11 

林野火災 0 4 0 

車両火災 2 2 1 

その他火災 3 8 9 

焼 損 棟 数  (類焼含む） 15 12 11 

内 訳 

全 焼 3 1 2 

半 焼 0 0 1 

部分焼 2 2 2 

ぼ や 10 9 4 

焼 損 建 物 面 積 （㎡） 192 177 975 

焼 損 林 野 面 積 （ａ） 0 8 0 

り 災 世 帯 数 9 12 10 

り 災 人 員 25 36 23 

人的被害(人) 
死 者 1 2 1 

負傷者 2 5 2 

損  害  額  （千円） 7,593 6,945 92,274 

内 訳 

建 物 7,380 6,944 91,940 

林 野 0 0 0 

車 両 209 0 323 

そ の 他 4 1 11 

一 日 当 た り の 損 害 額 （千円） 21 19 253 

主 な 出 火 原 因 

１
位 

電機関係 燃焼機器 火の不始末 

4 6 5 

２
位 

燃焼機器 電気関係 電気関係 

2 4 2 

３
位 

放火（疑い含む） 放火（疑い含む） 火遊び 

2 4 1 

４
位 

煙草 煙草 
 

2 2 

そ
の
他 

その他 その他 その他 

8 10 13 
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   （２）地区別・月別火災発生状況                    （単位：件） 

月 別 
４ 

月 

５ 

月 

６ 

月 

７ 

月 

８ 

月 

９ 

月 

１０

月 

１１

月 

１２

月 

１ 

月 

２ 

月 

３ 

月 

合計 

地区別 
18 1 1 2 4 4 0 0 2 1 2 0 1 

倉治 4   1 1 1       1 

東倉治 1     1        

神宮寺 1    1         

郡津 1    1         

松塚 0             

幾野 1     1        

私部 2 1        1    

私部南 0             

私部西 1          1   

梅が枝 0             

青山 0             

向井田 1          1   

天野が原町 0             

森北 0             

森南 0             

傍示 0             

寺 1        1     

寺南野 0             

私市 1    1         

私市山手 0             

星田 1     1        

星田北 0             

星田西 1   1          

星田山手 0             

藤が尾 1        1     

妙見坂 0             

妙見東 0             

南星台 0             

山地内 1  1           
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  ２．救急統計編 

  （１）過去３年間の事故別救急出動状況                  （単位：件） 

年度別 

区分 
平成３０年度 平成２９年度  

出 動 件 数 3,679 3,518 3,359 

事 
 

故 
 

種 
 

別 

火   災 6 13 10 

自然災害 5 0 0 

水難事故 2 0 1 

交通事故 311 297 301 

労働災害 23 20 24 

運動競技 23 26 21 

一般負傷 626 578 598 

加害事故 14 13 18 

自損行為 20 18 23 

急   病 2,471 2,380 2,222 

そ
の
他 

転院搬送 153 155 127 

医師搬送 0 0 0 

資機材搬送 0 0 0 

その他 25 18 14 

搬 送 人 員 3,353 3,203 3,104 

管

内

管

外

搬
送
別 

管  内 1,372 1,322 1,315 

管  外 1,981 1,881 1,789 

一日当たりの 

出動件数 （件） 
10.07 9.64 9.20 

一日当たりの 

搬送人員 （件） 
9.19 8.78 8.50 
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  （２）地区別救急出動状況                        （単位：件） 

地 

区 

別 

事
故
別 

 
 
 
 

計 

火 
 

災 

自
然
災
害 

水
難
事
故 

交
通
事
故 

労
働
災
害 

運
動
競
技 

一
般
負
傷 

加
害
事
故 

自
損
行
為 

急 
 

病 

そ
の
他 

内
不
搬
送 

3,679 6 5 2 311 23 23 626 14 20 2471 178 340 

倉治 336 1 0 0 22 2 2 54 3 1 247 4 36 

東倉治 72 0 0 0 4 1 1 11 0 0 55 0 7 

神宮寺 40 0 0 0 1 2 0 6 0 0 28 3 4 

郡津 212 1 0 1 19 1 0 37 0 0 150 3 20 

松塚 150 0 0 0 3 0 0 26 0 0 69 52 9 

幾野 182 0 0 1 16 3 1 34 0 2 123 2 8 

私部 416 1 1 0 17 0 0 86 1 0 289 21 24 

私部南 77 0 0 0 12 0 5 11 0 0 49 0 4 

私部西 183 0 1 0 35 0 0 26 1 2 104 14 18 

梅が枝 138 0 0 0 10 0 0 25 1 3 91 8 15 

青山 57 0 0 0 20 0 0 1 0 1 34 1 7 

向井田 75 1 0 0 13 1 6 11 1 1 40 1 7 

天野が原町 188 0 1 0 10 0 3 32 0 0 123 19 15 

森北 80 0 0 0 7 1 0 14 0 0 56 2 10 

森南 81 0 0 0 1 0 0 10 0 1 60 9 11 

傍示 2 0 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 

寺 63 0 0 0 3 0 3 12 0 0 44 1 3 

寺南野 7 0 0 0 1 0 0 2 0 0 4 0 1 

私市 217 0 0 0 33 3 1 41 0 2 133 4 22 

私市山手 73 0 0 0 2 0 0 20 0 1 50 0 6 

星田 409 1 2 0 25 2 1 63 2 2 301 10 40 

星田北 115 0 0 0 39 7 0 15 2 0 52 0 14 

星田西 69 0 0 0 1 0 0 15 1 1 47 4 14 

星田山手 52 0 0 0 2 0 0 14 1 0 35 0 6 

藤が尾 206 1 0 0 7 0 0 31 0 1 147 19 24 

妙見坂 84 0 0 0 1 0 0 9 0 2 72 0 4 

妙見東 37 0 0 0 3 0 0 7 1 0 26 0 5 

南星台 52 0 0 0 0 0 0 11 0 0 41 0 4 

大字森 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

その他 6 0 0 0 4 0 0 0 0 0 1 1 2 
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 （３）年齢別救急搬送状況                       （単位：人） 

年齢別 

 
搬送合計 

新生児 

 

２８日以内 

乳幼児 

２９日以上 

７歳未満 

少 年 

７歳以上 

１８歳未満 

成 人 

１８歳以上 

６５歳未満 

老 人 

 

６５歳以上 

3,353 0 202 169 933 2,049 

 

 
  （４）所要時間別病院収容状況                     （単位：人） 

所要時間 

 

 

 

事故種別 

入電から最終医療機関等に収容した時間 

計 
10分 

未満 

10分～ 

20分 

20分～ 

30分 

30分～ 

60分 

60分～ 

120分 

120分 

以上 

3,353 0 28 864 2,353 106 2 

急病 2,270 0 15 524 1,661 69 1 

交通事故 282 0 0 77 197 7 1 

一般負傷 571 0 3 153 393 22 0 

その他（上記以外） 230 0 10 110 102 8 0 

 

 
  （５）ドクターカー出動状況 

事故種別 

月
別 

  
 

 
計 

４

月 

５

月 

６

月 

７

月 

８

月 

９

月 

10 

月 

11 

月 

12 

月 

１ 

月 

２ 

月 

３ 

月 

25 0 1 3 2 3 4 2 0 5 1 2 2 

急病 14 0 1 1 2 2 2 1 0 2 1 1 1 

交通事故 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 

一般負傷 6 0 0 1 0 0 1 1 0 1 0 1 1 

その他（上記以外） 4 0 0 1 0 1 1 0 0 1 0 0 0 

 

 

   （６）相互応援出動状況 

事故種別 

月
別 

  
 
 

計 

４

月 

５

月 

６

月 

７

月 

８

月 

９

月 

10 

月 

11 

月 

12 

月 

１ 

月 

２ 

月 

３ 

月 

37 3 2 0 5 7 2 4 3 1 4 4 2 

急病 17 2 0 0 1 5 2 1 2 0 2 2 0 

交通事故 7 0 0 0 2 2 0 1 0 1 1 0 0 

一般負傷 5 0 1 0 1 0 0 0 0 0 0 2 1 

その他（上記以外） 8 1 1 0 1 0 0 2 1 0 1 0 1 
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３．救助統計編 

  （１）過去３年間の救助出動状況                    （単位：件） 

年度別 

区分 
平成３０年度 平成２９年度 平成２８年度 

火   災 0 2 1 

交通事故 4 5 7 

水難事故 2 0 1 

風水害等自然災害事故 0 0 0 

機械による事故 0 1 1 

建物等による事故 17 20 9 

ガス及び酸欠事故 1 0 0 

破裂事故 0 0 0 

その他の事故 12 11 22 

合  計 36 39 41 

 
  （２）救助出動状況                          （単位：人） 

No 事 故 種 別 内    訳 
負傷程度 

死亡 重症 中等症 軽症 

1 建 物 火 災      

2 交 通 事 故 閉じ込め、鉄道事故 1 0 1 0 

3 水 難 事 故 溺水 2 0 0 0 

4 機 械 に よ る 事 故      

5 建物等による事故 破壊（玄関開錠）、安否確認、玄関開錠 3 0 6 1 

6 ガス欠及び酸欠事故 一酸化炭素中毒 1 0 0 0 

7 そ の 他 
搬送困難、エレベーター内閉じ込め、転落、

安否確認 
0 0 2 5 

 合     計 7 0 9 6 

   ※（）負傷程度（人）については、不搬送、負傷無し、該当者無しの場合は計上せず。 

 
  （３）過去３年間のその他緊急出動状況                 （単位：件） 

年度別 

 

区分 

平成３０年度 平成２９年度 平成２８年度 

危 険 排 除 40  (17) 34  (9) 18  (3) 

緊 急 確 認 91 26 24  (1) 

現 場 確 認 15 37 36 

虚 報 ・ 誤 報 2 4 6 

そ の 他 24 18 11  (1) 

支 援 201  (40) 190  (34) 199  (44) 

合 計 373  (57) 309  (43) 294  (49) 

※（）内数値は、各出動区分の内、高速道路及び１号バイパス線等に起因する件数
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４．通信統計編 

  （１）１１９番受信状況 

種  別 総  数 １１９番 加入電話 警察電話 緊急通報 携帯電話 転送受信 そ の 他 IP電話 

総  数 5,206 852 100 202 3 2,299 38 62 1,650 

火  災 53 3 0 6 0 22 1 0 21 

救  急 3,701 607 75 155 3 1,541 34 22 1,264 

救  助 10 1 0 6 0 3 0 0 0 

そ の 他 6 1 0 0 0 5 0 0 0 

火災問合せ 35 3 0 1 0 21 0 1 9 

救急問合せ 125 9 23 22 0 54 1 4 12 

間 違 い 158 22 1 0 0 106 0 2 27 

悪  戯 22 12 0 0 0 0 0 2 8 

試  験 35 2 0 0 0 31 0 0 2 

医療問合せ 406 25 0 0 0 230 0 0 151 

転  送 10 0 0 0 0 7 1 0 2 

他 645 167 1 12 0 279 1 31 154 

 
  （２）無線局一覧表 

符号 種       別 

かたのしょう 

ほんぶ 
基地局 

活 動 波   １～２ 

統 制 波   １～３ 

主運用波     １ 

かたのしょう及び 

かたのきゅうきゅう 

並びに各車両名 
陸上移動局 

車  載  型 １３基（常備のみ） 

携  帯  型 ２０基 

車 載 型 受 令 機 ７基（非常備のみ） 

 
  （３）気象関係 

    ①気象情報受信状況（大阪管区気象台発表） 

種別 

 

 

 

合計 

警報 注意報 情報 

大
雨
・
洪
水 

暴
風 

そ
の
他 

乾
燥
・
強
風 

大
雨
・
洪
水 

雷 

そ
の
他 

火
災
気
象 

地
震 

大
雨 

高
温 

そ
の
他 

819 10 4 3 60 24 57 12 12 124 101 95 315 

 
    ②気象観測状況（消防本部観測） 

雨 量 年度内総雨量 1,394.5 mm  

風 速 年度内平均風速 1.9 m/s  

気 温 年度内平均気温 16.9 ℃  

湿 度 年度内平均湿度 76.5 %  

 

１日あたりの最高雨量 7月5日 143.0 mm  

年度内最大風速 9月4日 45.9 m/s  

年度内最高気温 7月19日 39.6 ℃  

年度内最低気温 1月10日 ‐3.4 ℃  
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５．主要行事・訓練編 

  （１）主要行事 

実施月 事  業  内  容 回 数 実施場所 

４月～５月 春の山火事予防運動（駅頭広報） 13 私市駅 

５月 

３署合同林野火災防ぎょ訓練 

（交野署・四條畷署・生駒署） 
1 飯盛霊園 

消防用パイプライン等地水利調査 12 山地内 

６月 危険物安全週間に伴う立入検査（同行） 3 市内全域 

７月 
第４７回消防救助技術近畿地区指導会 （災害により中止） 0 高度専門教育訓練センター 

職員教育研修（電気研修） 2 交野市消防署 

８月 水難救助訓練 2 白旗池 

９月 
普通救命講習（救急の日広報掲載による開催） 1 交野市消防署 

高齢者住宅防火診断 1 市内全域 

10月～11月 秋の山火災予防運動（駅頭広報） 3 私市駅 

11月 

秋の火災予防運動（市内巡回広報） 11 市内全域 

第５回大阪府下警防技術指導会 1 高度専門教育訓練センター 

職員教育研修（人工呼吸器取扱い研修） 2 交野市消防署 

11月～12月 エレベーター救助訓練 2 交野市消防署 

12月 
職員教育研修（消防ポンプ自動車構造研修） 2 交野市消防署 

歳末特別警戒巡回広報 6 市内全域 

１月 
平成３１年消防出初式 1 第四中学校 

市民に対して消防車両の写真撮影会 1 第四中学校 

1月～2月 実火災体験型訓練 2 府立消防学校 

２月 
大阪市消防局とヘリコプター研修 1 八尾空港 

四條畷保健所とエボラ出血熱疑似患者発生時の対応訓練 1 交野市消防署 

３月 

春の火災予防運動（店頭広報） 1 イズミヤ交野店 

春の火災予防運動（市内巡回広報） 12 市内全域 

高齢者住宅防火診断 1 市内全域 

山岳救助訓練 2 
交野市スポーツレクレー

ション前河川敷 

備 考 
その他、日常訓練として、実践操法訓練、各種救助訓練、救助器具取扱訓練、救急

処置訓練、防火対象物実態調査、消火栓点検、体力練成等を実施 

 
  （２）訓練指導実施状況 

指   導   内   容 指導回数 参加人員 

通 報 ・ 避 難 ・ 初 期 消 火 19 2,854 

応 急 手 当 普 及 員 講 習 1 8 

普 通 救 命 講 習 29 257 

救 命 入 門 コ ー ス 43 1,039 

合  計 78 4,158 

 
（３）体験学習実施状況 

学 校 名 実 施 日 内 容 人数 

交野市立第４中学校 平成３０年 １０月１８日・１９日 

○普通救命講習 

○放水訓練体験 

○救助訓練体験 

○通信指令室業務見学 

6 

関西創価中学校 平成３０年 １０月２４日・２５日 6 

交野市立第３中学校 平成３０年 １１月 １日・２日 6 

交野市立第１中学校 平成３１年 １月１７日・１８日 6 

交野市立第２中学校 平成３１年 １月２４日・２５日 6 
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  ６．消防施設等状況編 

   （１）管内水利状況 

     ア市街地 

種 別 
消火栓   

合 計 

公設消火栓 私設消火栓 
防火水槽・内（ ）は 

耐震性 
プール・他 

内（ ）は 

地上式 

内（ ）は 

地上式 
４０ｔ以上 

２０t～ 

４０ｔ未満 

内（ ）は 

採水口付 

     合計 

 

地区別 

1,474 

（18） 

1,405 

（11） 

66 

（7） 

74 

（35） 
4 

34 

（14） 

倉治 124 122 2 7（5） 1 3 

東倉治 40 40    2（1） 

神宮寺 24 24     

郡津 95 94 1 4（1） 1 4 

松塚 26 18 8 2（1）  1（1） 

幾野 75（2） 73（1） 2（1） 8（2） 1 1（1） 

私部 138（1） 137（1） 1 2 1 1 

私部南 27（1） 26 1（1） 1（1）  1 

私部西 59 57 2 5（2）   

梅が枝 24 4 20 1（1）   

青山 18 18  1（1）   

向井田 31 31  3（3）  2（1） 

天野が原町 63（3） 63（3）  5  2（1） 

森北・寺南野 21 21    2 

森南 27 26     

寺 26（3） 23 3（3） 5（2）  2（2） 

私市 103（4） 100（3） 2（1） 2（1）  3（3） 

私市山手 28 28     

星田 158（1） 158（1）  3（1）  4 

星田北 64 60 3 6（6）  2（1） 

星田西 91 91  5（5）  1（1） 

星田山手 28（1） 28（1）  5（1）   

藤が尾 68（1） 47 21（1） 1（1）  2（2） 

妙見坂 50（1） 50（1）  2（1）  1 

妙見東 26 26  5   

南星台 40 40  1   

令和元年度実施      

消火栓点検数 841 防火水槽点検数 53 看板交換数 215 
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  イ．山地内（パイプライン施設） 

地
区
名 

ル ー ト 名 
敷設 

年度 

延長距離

（ｍ） 

管口径 

（ｍｍ） 
放水口 

（箇所） 

防火水槽 

４０ｔ 

以上 

２０ｔ

以上～ 

４０ｔ

未満 

私 
 

市 

私市・獅子窟寺 ２ルート Ｓ５２ 281.5 50 4  1 

八畳岩ルート Ｓ５７ 323.3 65 3   

獅子窟寺参道 Ｈ５ 484 65 10   

土生川 Ｓ６２ 484.1 65 5   

獅子窟寺仁王門 Ｈ２ 312.4 65 5   

きつね山 Ｈ６ 488 65 8   

尺治川 Ｈ７ 116.8 65 2   

星の里いわふね Ｈ８ 347.6 65 11   

星 
 

田 

星田妙見宮 Ｓ５４ 339 65 3   

やすらぎの杜 Ｓ６２ 404.4 65 9   

星田新宮山 Ｈ２ 100 65 3   

星田新池右岸 Ｈ１０ 250 65 2   

星田新池左岸 Ｈ１１ 245 65 4   

森 

森南古墳群 Ｓ５５ 362.4 65 3  1 

森南古墳群防火水槽上 Ｈ３ 489 65 10   

寺 寺・かいがけの道 Ｈ１ 298.3 65 6   

傍
示 

傍示・かいがけの道 Ｓ５９ 416.75 65 4 1  

傍示・関電道路 Ｈ１ 816.1 65 9   

傍示・私部神社地 Ｈ４ 543 65 15   

私 

部 

私部・旗振山・郡南街道 Ｓ６１ 590.5 65 10 1  

私部・奥山 Ｓ６２ 555.7 65 5   

私部・口山 Ｓ６３ 419 65 8   

私部郡南街道・大曲り Ｈ２ 510.5 65 9   

郡南街道・上下 ２ルート Ｈ３ 608.45 65 13   

倉 

治 

倉治・宮山 Ｓ５６ 319 65 4   

倉治・交野山、源氏の滝 ２ルート Ｓ６０ 1,281.37 65 21   

郡南街道北山、雪が原 ２ルート Ｓ６２ 559.6 65 11   

倉治・交野ＣＣ・交野山 Ｓ６３ 339.5 65 8  1 

倉治・山手配水地 Ｈ１ 404.6 65 9   

倉治・白旗池北 Ｈ１ 439.5 65 10   

府
民

の
森 

くろんど園地 Ｓ５２ 2,443.10 100 12 2 3 

星田園地 Ｓ５８ 2,830.00 100 18 9  

合 計  18,402.47  254 13 6 
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 （２）保有車両状況 

名   称 年  式 車両番号 

交 野 タ ン ク １ Ｈ２３ 大阪８００ は １４－４１ 

交 野 タ ン ク ２ Ｈ１１ 大阪８００ さ ３７－３２ 

交 野 タ ン ク ３ Ｈ２０ 大阪８３１ み １１９ 

交 野 救 助 １ Ｈ１９ 大阪８３１ ふ １１９ 

交 野 救 急 １ Ｈ３０ 大阪８３０ そ ９９－０１ 

交 野 救 急 ２ Ｈ２７ 大阪８３０ せ ９９－０２ 

交 野 救 急 ３ Ｈ１８ 大阪８００ す ９７－４４ 

交 野 救 急 ５ Ｈ２４ 大阪８３０ せ ９９－０５ 

交 野 運 搬 １ Ｈ２７ 大阪８００ せ ９７－２８ 

交 野 指 揮 １ Ｈ１７ 大阪８００ す ６５－８０ 

交 野 搬 送 １ Ｈ２３ 大阪８３２ な １１９ 

交 野 広 報 １ Ｈ１９ 大阪８００ せ ６０４ 

交 野 査 察 １ Ｈ２２ 大阪８８０ あ １４－８５ 

庶 務 連 絡 車 Ｈ２９ 大阪５０３ や ５８－０９ 

 

 

 
  ７．各種事業実績編 

  （１）消防施設整備委託事業等 

委託事業内容 委託期間 委託金額 委託業者 

パイプライン倒木除草作業 
平成３１年２月１日から 

平成３１年３月３１日まで 
３，７８０，０００円 交 野 造 園 

 

委託事業内容 委託目的 委託金額  

高圧ガス製造施設定期点検 
高圧ガス保安法第３５条の２ 

に基づく定期検査 
３２４，０００円 

キンパイ商事 

株 式 会 社 

 

委託事業内容 委託目的 委託金額  

感染性医療廃棄物処理 

救急業務において排出される

廃棄物は医療廃棄物であるため、

廃棄物の処理及び清掃に関する

法律第３条第１項の規程に基づ

き業務委託。 

５０㍑ダンボール箱で収集 

１箱２，４８４円 

年間１２箱×２，４８４円 

合計２９，８０８円 

エスクミツ川 

株式会社 

 

 

 

 

 



 

56 

 

  （２）通信設備整備事業等 

事業内容 目   的 金  額 

デジタル無線機保守料 
デジタル無線機や関連機器の不具合等、 

迅速に復旧するための保守料 

６，４０９，８００円 

（年間） 

 

  （３）負担金補助支出状況 

   消火栓設置等に係る負担金 

交  付  先 内    訳 

交野市水道局 

新 設 移 設 修 理 

０基 １基 １３基 

 916,920円 5,293,463円 

合    計 6,210,383円 

 

  ８．各種届出等状況 

  （１）各種届出等事務処理状況 

種別 火煙上昇届 道路工事届 水道断水届 露店・催物開催届 煙火打上 

合計 217 123 40 0 54 0 

 

  （２）各種証明書発給状況 

証 明 書 内 容 発行数 

り 災 証 明 書 30 

証 明 書 0 

救 急 搬 送 証 明 書 0 

合     計 30 

 
 


